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南シナ海と奇妙な冷戦－問われる日本の責務 

 

平成 27年 11月 23日 

公益財団法人 国家基本問題研究所 

第 8回 会員の集い シンポジウム 

ホテルニューオータニ 鶴の間 

 

櫻井 戦後の歴史では、今日は勤労感謝の日ですが、私たち日本人にとっては、大切な新

嘗祭の日でもあります。私は朝一番に起きて、国旗を掲げ、その次に、今年の白菜漬けの

仕込みをし、冬支度をしてまいりました。 

 さて、お陰さまで、国基研は発足から八年目に入りました。あと二年で丸十年になりま

す。国基研が十年を迎えるとき、どのようなことをしたらいいのか。わが国に最善のかた

ちでお役に立つためには、どのようなことができるのか。私たちは、つい先日、そうした

ことを話し合うためのプロジェクトチームを発足させました。二年後を目指して、国基研

がさらに活発に研究、啓発活動を行い、日本国のために役立つことをしよう。そして、国

民一人ひとりの未来をもっと確かで、豊かで、幸せなものにできるような活動をしてまい

りたいと、心を新たにしているところです。 

 今、国際社会は激しく変化し、本当に大きな曲がり角に立たされています。これまで、

良きにつけ悪しきにつけ、アメリカ一国が強大な力をもって世界の秩序を守ってきました。

そのアメリカが大きく変容しています。アメリカの変化に付け入るかたちでロシアと中国、

そしてテロリストの勢力が膨張を続けています。私たちは国際社会をどちらの方向に引っ

張っていくべきなのか。その答えは自ずと明らかです。法と秩序、平和、それぞれの民族

の自由、そして異なる宗教、文化が尊重されるような世界であり続けなければならないと

思いますが、現在、そうした普遍的な価値が大きな挑戦を受けています。 

 この世界情勢についての大きな絵柄としての概論を、まず田久保さんにお願いして、そ

こから具体的な論議に入っていきたいと思います。 

田久保 世界全体の骨格だけを申し上げたいと思います。今日のタイトルは「南シナ海と

奇妙な冷戦」ですが、なぜ「奇妙な」という形容詞を使ったのか。まず、その理由から申

し上げます。戦後、冷戦は四十四年間続きました。これは、米ソ関係です。アメリカを中

心とする陣営とソ連を中心とする陣営があり、両者が本当に鋭い対決を続けてきました。 

 この対決を、日本の教科書は長い間、「資本主義対社会主義の対立」と説明していました。

しかし、これはマルクス主義の考え方であって、まったくの嘘です。こうした間違った解

釈は当時の政府、あるいは自民党に責任があると思います。資本主義が発展していくと、

いずれ社会主義になり、その彼方に共産主義があるという発展段階説ではなくて、はっき

り言えば、「自由主義対全体主義の対立」だったと思います。こうした事実を教科書に一貫

して書かなかった日本の社会は、いったい何だったのかということです。冷戦の特徴は、
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イデオロギー、政治・経済体制などにおいて、すべてがまったく違ったブロックに分かれ

ていたということです。 

 ところが、今の冷戦といわれる「米中の対立」あるいは「米ロの対立」はちょっと違っ

て、すべてが両陣営にはっきり分かれているという状況ではありません。確かに米中はイ

デオロギー、政治体制、それから経済体制も若干違っていますし、文化も違っています。

それは当たり前といえば当たり前ですが、問題は経済体制です。これはグローバリゼーシ

ョンによって、ロシアも中国も世界経済の中に組み入れられてしまっています。 

 したがって、かつての冷戦のように、短時間で大きな対立を生むという状況とはちょっ

と違っているのではないか。これが奇妙さの最大の原因です。その中で、アメリカの特殊

性、中国の特殊性については湯浅さんが述べるだろうと思います。 

 まず、そう把握したうえで言いますが、その奇妙な冷戦の中で、私が学生を相手にした

ならば、「今の国際政治の大きな特徴を三つ挙げなさい」という質問に対しての答案を出さ

せます。答案を先に言ってしまいますと、第一はこの十数年間、目立ってきた中国の膨張

主義です。とくに、一昨年からは南シナ海で人工の島をつくって、その島の周辺一二海里

は領海だと主張するようになっています。 

 これに対しては、さすがのオバマ政権もミサイル駆逐艦を一二海里以内に入れて、中国

の領海だという主張は認められないと言いました。しかし、すでに既成事実をつくられて

いて、この島を元に戻すわけにはいかなくなってしまいました。恐ろしいことです。もし、

尖閣に中国の国旗を立てられたら、これを取り外し、島を取り戻すのは大変難しいという

現実こそが、今の米中の力関係のシンボリックな現象だと思います。 

 アメリカは軍事力、経済力その他、政治のシステムでも民主主義で非常に強い立場にあ

ります。しかし、力とりわけ軍事力を行使する意志はホワイトハウスです。そのホワイト

ハウスで最高の意思決定をするのは、オバマ大統領ただ一人ですが、その人の意志がちょ

っとおかしいということです。 

 軍事力の行使は「マッスル」といって、筋肉を誇示するという意味ですが、第二期目の

オバマは少なくともこの三年間、いっさい筋肉を使っていません。今度のテロ事件で、よ

うやく限定的ながら中東に及び腰で介入してきました。ただ、依然として「地上戦闘部隊

は入れない」と国民に何回も何回も断っています。こうしたアメリカの内向きが第二の特

徴だと思います。 

 第三は、国際政治に対して大きな衝撃を与える特徴が出てきたこと。つまり、国際テロ

です。つい最近のパリの惨事を思い出してみても、こうしたテロの動きは国と国との関係、

国際政治に大きな衝撃を与えます。 

 シリアのアサド大統領をどうするかをめぐって、フランスとロシアは意見が対立してい

ました。しかし、パリの惨劇以来、「共通の敵はイスラム国だ。これを叩かなければダメだ」

と、一種の同盟ができてしまいました。アメリカはフランスと同じ立場でしたが、このと

ころ、ロシアとアメリカの外務大臣同士、あるいは大統領同士の接触が頻繁に行われてい
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ます。 

 ということで、今の国際情勢には「三つの特徴」があって、一つは中国の膨張主義。次

にアメリカ、ホワイトハウスの内向きの考え方。そして、国際テロです。 

 私はテロの専門家ではありませんが、二〇〇一年の九月十一日、いわゆる九・一一に同

時多発テロがありました。アルカイーダにビン・ラディンというリーダーがいて、この指

令のもとに、ニューヨークの世界貿易センタービル、ペンタゴンで同時多発テロを起こし、

世界を震撼させました。当時のアメリカはブッシュ政権でしたが、ブッシュはテロリスト

たちはアフガニスタンでトレーニングをやっているので、そこのタリバンを叩け、と攻撃

しました。さらに、サダム・フセインも関係があるのではないかとイラクにも侵攻しまし

た。 

 イラクには大量破壊兵器があると言って突っ込んでいったにもかかわらず、発見できな

かったため、ジャーナリズムでは、「ブッシュはアホだ」ということになってしまいました。

しかし、今、シリアが持っている毒ガスはどこからきたのか。イラクには生物兵器もあっ

たはずです。核だけではありません。ブッシュがしかけた当時の戦いは、実は正解だった

のではないかと思っています。 

 一九七九年にソ連がアフガニスタンを侵略したとき、サウジアラビア人のビン・ラディ

ンが立ち上がって、「アラブの国に対する侵略は許さないぞ」と、アルカイーダは最初、ソ

連に対して戦ったのです。このアフガニスタンの戦いが鎮まる前に、ビン・ラディンは、

次の敵はアメリカ帝国主義だとアメリカに刃を向け始めています。それが、二〇〇一年の

「九・一一」と言われる同時多発テロになったということです。 

 当初、私の目に、このテロは「点」に見えました。その十年後にオバマ政権の下で、パ

キスタンに潜んでいたビン・ラディンはアメリカ海軍の特殊作戦によって殺されました。

その間にもテロは続きました。それがアルカイーダであったか、あるいは類似のテロリス

トのグループであったかは明確ではありませんが、テロがずっと続いていたので、点が線

になったと思いました。 

 さらに、三年前です。これにはオバマが介入しませんでしたが、シリアのアサドという

独裁者が反体制派を残虐なほどに殺し、その犠牲者は二五万人になっています。それなの

に、世界は目をつぶっているほかないのかということです。この人たちの多くは難民とな

って、欧州に殺到しています。アルカイーダの点が線になり、シリアではアサド大統領が

大弾圧を加えました。 

 アサドに弾圧された反体制派をアメリカが直接支持しなかったために、しばらくしてい

るうちに、この反体制派に加えて、アルカイーダ、その他の国際テロリストが侵入して、

何がなんだか分からない状態になってしまったのです。 

 今のシリアは国の三分の一をアサドが支配していて、あとの三分の一くらいを反体制派

が押さえているという状態です。ところが、ここに紛れ込んだＩＳが異常な力を発揮して、

シリアからイラクにかけて勢力を拡大してきたのです。ＩＳの力が及んでいるといっても、



4 

 

国境があるわけでもなく、国家でもなく、何がなんだか分からないのですが、ＩＳが実効

支配している地域はカリフォルニア州一州に等しいと言われていますから、日本国全体と

同じ面積です。 

 ここにはテロのトレーニング場がある。あるいは製油所がある。石油を売買している。

しかも、インターネットで世界中に宣伝をしていますから、応募する人間がいる。去年の

はじめには、北海道大学の大学院生が秋葉原の本屋の一角で、広告を見て、応募してきた

と新聞やテレビで大ニュースになりました。 

 つまり、点が線になって、さらに面になってしまったということです。面からはいろい

ろなバイ菌が出て、そのうちの一つがパリの惨劇だということです。面になった特徴をい

くつか申し上げたいと思います。 

 一つは同時多発テロだということです。アメリカでは同時多発テロでした。パリでも、

パリとパリの郊外の二つあって、同時多発テロです。また、その二日前、レバノンで同じ

グループがテロを仕掛けたのです。その後、アフリカでもテロがありました。三つとも、

ＩＳがらみの仕業だというのは間違いないようです。 

 そうすると、同時多発テロは、一国内の同時多発テロではなく、国際性を持った同時多

発テロが行われたということです。同時多発テロ、これが一つの特徴です。 

 もう一つの特徴は、資金です。ビン・ラディンが得ていた資金はサウジアラビアが主だ

と言われています。ＩＳの場合、石油を押さえていて、天然ガス、製油所もあるというこ

とです。パリのテロが起こる一週間前から、アメリカが製油所や石油に関係のある施設を

無人機で猛爆しているというニュースが流れていますが、ＩＳが石油を闇で流して商売を

しているとすると、資金はたっぷりあるはずです。 

 それから、日本でも二人が犠牲になりましたが、人質です。公には「テロに屈しない」

と言っていますが、こういう人質をとられた場合、家族はお金を出さざるを得ないと思い

ます。このようにいろいろなところから資金を集めていると思われる特別なテロです。今

までわれわれが考えたことがないようなテロが起こって、資金が潤沢であるというのが特

徴です。 

 それからもう一つ。テロリストがシリアの体制派に紛れ込んだということは、普通の人

がパスポートでシリアに行けるわけです。そこでＩＳに参加することができる。そして帰

ることができる。パスポートをちゃんと持っているのです。これは偽のパスポートでもで

きるだろうと思います。 

 さらに、ヨーロッパの頭痛の種で、おそらくパニックになるのではないかと思われるの

が、シリア難民の対応です。シリアの人口は一三〇〇万人。このうちの半分、七〇〇万人

が国内の難民です。三〇〇万が国外の難民。こうした人たちが爆撃などの中で、残虐行為

があると、群れをなしてヨーロッパに殺到します。海上のルートがいくつかあり、陸上の

ルートもいくつかあります。 

 この人たちが目がけているのは、欧州の豊かな国、ドイツです。ドイツのメルケル首相
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は非常な理想主義者で、「難民はＥＵで、国の国力に応じて引き受けましょう」と言ってい

ます。しかし、一ヵ月に四十数万のシリア難民がヨーロッパに押し寄せていて、ヨーロッ

パ各国はカリカリしているのです。昨年だけでドイツには百万人が来ました。 

 そして、押し寄せる難民に、はたしてテロリストが入っていないのかどうか。パリのテ

ロでは、犯人の一人が持っていた偽のパスポートがアジトに置いてあって、シリアの難民

として入ってきたということが分かったと言われています。本当にそうなのかということ

も、これから十分に検討しなければなりませんが、難民に紛れ込んだテロというのは大い

にあり得ると思います。 

 そこに、難民を一万人くらいは引き受けようと言っていたアメリカで、十何州かの知事

が「うちの州には入れないぞ」と騒ぎ始めました。それからアメリカの下院議長が記者会

見で、難民を引き取るという人道的できれいな行為がテロリストに利用されることは我慢

できない、と言い始めています。そうすると、欧州に大きく反難民の風が吹くのではない

か。すでに今、吹きつつあります。こうした横のつながりのようなものが次から次へと出

てきた不気味な性格があるというのが第二です。 

 それから、肝心の世界の警察官であるべきオバマ大統領はいったい何をしているのか。

『ウォール・ストリート・ジャーナル』は部数がアメリカで一番多い保守系の新聞です。

その新聞のパリでテロがあった翌々日、十五日付の見出しはこうです「Wake Up, Mr. 

President（お目覚めください、大統領閣下）」。「あなたは眠っているんじゃないか」という

ことです。テロの二日前に、ＡＢＣ放送でオバマ大統領は、「We have contained.」（ＩＳを

空爆で封じ込めた）と言ったのです。コンテインは封じ込めるという意味です。 

 しかし、アメリカの新聞は猛烈な批判精神がありますから、「その舌の根も乾かない二日

後に、パリでこんな同時多発テロが起こったではないか。ほかでも起こっている。何を寝

ぼけているのだ」という社説を掲げたのです。オバマにとっては相当痛かったと思います。 

 アメリカが完全に警察官の役割を果たしていないというのが三番目の特徴です。 

 繰り返しますが、一つが同時多発というかたちのテロ。次が、資金が潤沢にあるという

こと。そして、パスポートを持った普通の人間が、ホームグロウンというか、自分の国に

帰ってきて、そこからテロリストに育っていき、いわば合法的なテロが行われるようにな

った。あるいは難民の群れに紛れ込んだテロが行われるようになったということ。三番目

は、アメリカの大統領の無能。これが新しい今の特徴ではないかと思います。 

 テロに対して、どう立ち向かったらいいか。パスポートのチェック、空港その他の港湾

の入口・出口をしっかりしなさい。そして、根本の原因は貧困だから、これをなくそう。

こんなきれい事は誰でも言えます。しかし、これはみんな戯言です。テロリストというの

は残虐無比です。ＩＳもご多分にもれず、ものすごく残虐なことをします。これに対抗す

るには、こちらが力で叩き潰す以外には何の役にも立たないと思います。 

 なぜ、私がこういう強いことを言うのか。それは、テロに対して譲歩の余地はないから

です。日本のテレビは「あくまでも話し合いだ」などと言っていますが、誰と話し合いを
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するのですか。テロ側には外務大臣も誰もいません。テロリストですから、国家でもない。

それなのに「あくまでも話し合いが必要だ」とは、いったい何ですか。 

 テロがパリで起こったのは、アメリカが空爆をやったからだ。フランスが空爆をやった

からだ。その仕返しなのだから、空爆をやめるべきだとも言っています。そんなことをし

たら、世界中はテロに乗っ取られてしまうでしょう。それよりも恐いのは、テロリストの

手に大量破壊兵器が渡ったらどうしますか。渡らないと言い切れるかどうか。渡すかもし

れないと疑われる破綻国家が頭の中に浮かぶだけで、二つか三つあります。これをどうす

るのか。パスポートのチェックを厳しくするくらいでは対応できません。自爆テロを起こ

した連中は、おそらく「この世界を全部終末にして、次にわれわれの神が新しい世界をつ

くるのだ」という黙示録的終末観を持っているのではないかと思います。 

櫻井 そもそも、私たちにはなかなか想像できない中東の泥沼のような混乱は、オバマ大

統領が「アメリカは世界の警察であることをやめる」と言ったことから始まっています。

例えば、二〇一一年末までに、アメリカはイラクから兵を引きました。それまで、アメリ

カ兵が駐屯していて、選挙をさせて、イラクの政府は曲がりなりにも民主主義的な政権を

つくっていました。しかし、アメリカが退いたとたんに、政権の基盤が揺らぎ、そこから

今のイラクの三つに分裂しようかというような状況が生まれて、そこにテロリスト勢力と

してのイスラム国などが跋扈し始めたという経緯があります。 

 今の世界の混乱のきっかけをつくった一番大きな要因がオバマ大統領の内向き政策であ

ったことは言うまでもありません。このアメリカと中国がテロ事件を契機に、どのような

関係に変わるのか。これは九・一一のときから明確な一つの傾向があるわけですが、世界

が直面するこの危機に米中両国がどのように対処し、お互いの力をどのように測り合って

きたのか。その側面について、湯浅さんからお話を伺いたいと思います。 

湯浅 今回のパリ同時多発テロは十三日の金曜日といういやなタイミングで起こりました。

イエス・キリストをユダが裏切った日が十三日の金曜日。ＩＳは、あえてこの日を選んだ

のだろうかという疑問が一つありました。しかも、テロが起きたのはトルコでＧ20 が行わ

れる（十一月十五・十六日）直前でした。もしかしたら、Ｇ20 が行われたトルコを狙った

かもしれません。トルコはＮＡＴＯ（北大西洋条約機構）の中のイスラム国です。十三日

の金曜日ということを考えると、ＩＳはＮＡＴＯの中のトルコはユダに相当すると考えた

かもしれません。その非常にシンボリックなものを狙って、テロリストがパリで起こした

のがあのテロではなかったのか。狙いはイスラム教とキリスト教の宗教戦争に引き込むこ

とです。 

 もう一つ、いやなタイミングだなと感じた理由があります。テロより少し前の十月に、

オバマ政権がようやく重い腰を上げて、南シナ海の中国による人工島という不法な占拠に

対して、国際法に則ったかたちで、艦船をそこに派遣しているわけです。これを派遣する

までに、およそ五ヵ月という長い時間がかかっています。五月に、国防長官が違法な状態

を打破するため、艦船をここに入れるという決定をしておきながら、オバマ政権はずるず
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ると何もできないままきたのです。 

 五ヵ月後に、ようやく艦船を入れました。ところが、この五ヵ月の空白の間に、中国は

埋め立てをどんどん進めていった。同時に、ＡＳＥＡＮの国防大臣を北京に呼んで、中国

の国防大臣とＡＳＥＡＮの国防相会議を持ったのです。それによって、ＡＳＥＡＮの国々

を手なずけていこうとしたのではないか。そんな最中にオバマはようやく重い腰を上げて、

艦船をあそこに入れました。すると、テロがパリで起こったわけですから、九・一一の政

治状況のようになったのです。つまり、アメリカが対中抑止に乗り出した矢先に、対テロ

戦争に引きずり込まれてしまう。 

 なぜかと言いますと、九・一一は二〇〇一年ですが、それをさかのぼること数年前の一

九九六年、中国は台湾の総統選挙を狙って、台湾海峡でミサイルを発射しました。これは

非常に危険な行為で、もしかすると偶発的な戦争が起こるかもしれない事態でした。 

 そこで、アメリカは空母戦闘群を入れ、台湾海峡の北と南の両方で挟み撃ちにして、抑

え込んだのです。これに屈辱を感じた中国はこれ以降、ものすごい勢いで海軍力を増強し

ました。それを察知したブッシュ政権は、これは非常に危険であると認識し、ＱＤＲ

（Quadrennial Defense Review）という「四年に一度の国防計画の見直し」をスタートさ

せたのです。 

 さらに、連邦議会は「中国の軍事力」という年次報告書の提出をペンタゴンに義務づけ

ました。その最初のＱＤＲ、つまり台湾の危機があった翌年、九七年のＱＤＲの見直しの

中で、中国を「対等な競争相手」と位置づけたのです。この「対等な競争相手」という表

現はどんな意味をもっているのでしょう。実は米ソ冷戦がピークにあったころ、アメリカ

はソ連を「対等な競争相手」という名で呼んでいたのです。つまり、それだけ中国が非常

に危険なほどに、経済力をつけると同時に国防力をつけてきたと国防総省は認識していた

のです。 

 それは何を目的にしているのか。明らかなのは、中国による台湾への攻撃が、武力を排

除しないような政策を打ち出しているから非常に危険だということです。そこで、ブッシ

ュ政権は中国を「封じ込める」というか、なんらかのかたちで抑止力を強めようとしまし

た。「抑止」というのは、防衛力と同時に攻撃力を強化するという意味です。ブッシュ政権

はそれによって、中国がこれ以上、台湾海峡あるいは東シナ海や南シナ海で傍若無人なこ

とをしないようにする決意で本格的に取り組もうとしたのです。 

 その最中に、二〇〇一年にニューヨークで同時多発テロの「九・一一」が起きてしまっ

た。その結果、ブッシュ政権は圧倒的な戦力、つまり五〇万人からの戦力をアフガンから

さらにイラクのほうにまで派遣していくわけです。これは敵討ちであると同時に、将来に

向けた抑止です。そうすると、アジア太平洋における中国の膨張に対しては手薄になって

きます。これは仕方のないことだったかもしれません。残念ながら、そういう現実があの

ときに起きてしまったのです。 

 私は二〇〇一年の秋、イスラマバードへ飛びました。そこから、アフガニスタンに入る
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ことを狙っていたのです。そのとき、当時のイスラマバードの中国大使館に各国の駐在武

官が招かれて、大きなパーティが開かれました。なぜ、そんなことをするのだろうかと、

不思議に思って、取材したところ、中国が「今回のアフガニスタン攻撃によって、アメリ

カはいったいどのぐらいの戦費を使うか。そして、どのぐらい疲弊するのか」といった中

長期の情報収集をしていたということが分かりました。彼らが知りたかったのは、いつア

メリカがアジア太平洋に戻って中国に圧力をかけてくるかということでした。 

 従って、この「期間と戦費」というのが非常に重要でした。その結果、何が起きたかと

言えば、だんだんとアメリカは疲弊してきた。そこで、今のオバマ政権のようにイラク、

アフガニスタンから撤兵して、できるだけ危険なことは避けるようにという流れになって

いくわけです。これが先ほど言った、九・一一が一つのアメリカの対中政策の転機になっ

たということです。 

 さらにもう一つ、アメリカ外交の転機がありますが、それは二〇〇八年のリーマン・シ

ョックです。これは経済の側面ですが、このとき起きたことは何か。中国はそれまで国際

社会、国際秩序の中で、自分たちをいかにして有利に位置づけていくかという政策を打っ

ていたのですが、リーマン・ショックを契機に「いかに国際秩序を変えるか」という方向

にシフトしていくわけです。 

 つまり、アメリカの相対的な衰退が見えてきた。そうなれば、世界の巨大市場が世界の

貿易ルールをつくるというのは国際経済学の常識ですから、中国がいよいよ世界最大の市

場になってきて、世界の貿易ルールは自分たちがつくるという方向にシフトしてきました。

同時に、金融から経済、そして貿易、やがては国際秩序まで、中国は断固として自分たち

のやりたいようにやっていくと、軌道修正したのではないかと思います。 

 今回の一一・一三、パリの同時多発テロに関して、フランスはもちろん空爆などに突っ

込んでいく。その前に、ロシアが空爆をしていましたから、仏ロの奇妙な同盟ができあが

ってくる。では、アメリカのオバマ政権はどうするのか。オバマ政権は果たしてこれに同

調してやるのか。いまのところ、アサド政権というシリアの独裁政権が降りないかぎり、

あるいはロシアがアサド政権を支持しているかぎり、アメリカはそれに同調しないと言っ

ているわけです。 

 したがって、今回のアジアにおけるＡＰＥＣ、あるいはＡＳＥＡＮ＋３など、東アジア

首脳会議で、アメリカと日本はいったいどうするのかということに注目していました。 

 幸い、日米ともに南シナ海における中国の傲慢な行動に対しては、断固として航行の自

由を確保する、法の支配、ルールを貫徹するという方向で動きました。また、ＡＳＥＡＮ

は二つの色合いがあります。沿岸国のＡＳＥＡＮ加盟国、それから内陸部、インドシナの

加盟国との間には温度差がありますが、多国間の対中牽制をシステム化することは可能だ

ろうと思っています。 

 問題は、二〇一六年内にアメリカ大統領選がありますので、オバマ政権がだんだん力を

失っていくことです。それを日本が支えていかなければならないのかもしれない。その点
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に関しては、小野寺さんのお話を伺いたいと思います。 

櫻井 お二方のお話で、はっきり見えてきたことがいくつもあります。例えば、今回のよ

うなテロ事件が起きると、そのたびに国際政治がガラリガラリと変わることです。ロシア

はクリミア半島を奪ったことで本当に孤立をしていました。もう、どこにも頼るところが

ないというほど追い詰められていたと言ってもよいと思います。しかし、今や、ロシアは

フランスを同盟国と呼び、そのフランスがアメリカにも働きかけて、フランス・アメリカ・

ロシアの連合体制のようなものをつくる動きさえあります。 

 そして、オバマ大統領がしっかりしなければ、この局面においてリーダーシップをとる

のはもしかしてプーチン大統領になるかもしれないという兆しが見えています。 

 南シナ海で中国は完全に孤立をしていたはずでした。南シナ海に関して今回、安倍総理、

オバマ大統領はきちんと国際法、それから従来のルールを守ろうということで合意はしま

した。しかし、「言うは易し行うは難し」です。もし、日本とアメリカがなんらかの行動を

とらない場合、そして時間が過ぎていく場合、つくられてしまった島々は残ってしまいま

す。そこを誰が支配するのか。クリミア半島のことはもう誰も問わないような状況がヨー

ロッパで起きています。同じようなことが南シナ海で起きないとも限りません。 

 世界で今、いろいろなことが起きています。例えば、フランスはもう臨戦態勢だという

ことで空母などを派遣しようとしています。このようなことを見ますと、「奪い取ったもの

が勝つ」という大きな流れがすでに生まれているのではないかと思います。そのような中

で、日本国はこれからどうすべきなのか。こうした事態に対して、日本国はこれまで戦略

というものがありませんでした。ひたすら、アメリカを見ながら行動してきたと言ってよ

いと思います。このへんのところを含めて、防衛大臣も務められた小野寺さんに率直な日

本国政府の外交、安全保障問題における意思と力の分析をお願いしたいと思います。そし

て、これから私たちが何をなし得るかという点で、ヒントもいただけたらと思います。 

小野寺 今回のフランスのテロで、日本の人的被害はありませんでしたが、日本の安全保

障には大きな影響が出ていると感じています。例えば、昨日まで、ＡＳＥＡＮの首脳会議

が開かれていましたが、中国に対して、今までにない強い意見がたくさん出ています。そ

して、国際社会は中国が南シナ海で行っている埋め立てという事実に関して、かなり厳し

い意見を出しました。ただ残念ながら、フランスのテロによって、この報道がほとんどか

き消されてしまい、多くの人の関心は、テロのほうに行ってしまいました。 

 本来、日本が最も憂慮すべきは、南シナ海という日本経済の一番の動脈線に中国が島を

つくり、そこに滑走路をつくっていることです。将来、そこに戦闘機を置き、もし防空識

別区を一方的に設定するということになったら、日本あるいは東アジアの物流、海上交通

に関して、決定的に大きな影響が出ます。これは日本にとって、中長期的どころか国家百

年、千年の大きな問題になるかもしれない大変重要な案件なのです。しかし、残念ながら、

国内の新聞をはじめとした活字メディアもテレビでの評論家の皆さんのお話の中でも、Ａ

ＳＥＡＮの首脳会談における中国に対して「国際社会の一致した対応」のことは、ほんの
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ちょっとしか触れていません。ただ、フランスのテロでは、どこのなんとかという場所で

何人亡くなって、テロの状況はこうだったという映像ばかりが繰り返し流されていたと思

います。 

 テロに対する対応ももちろん大切ですが、日本として何が大事なのか。私は今回のＡＳ

ＥＡＮ首脳会談で、一定の方向が出されたことのほうがよほど重要だと思います。ですか

ら、そうした意識で足元のことをしっかり見ることが大切だと思っています。 

 さて、中国の意図であります。私は、防衛大臣だった昨年、ＡＳＥＡＮの防衛大臣会合

に出ました。そのときにも、ベトナムやフィリピンの代表から中国に対しての厳しい発言

が盛んに出ました。それに対して、中国の代表の方が「今、皆さんが議論している南シナ

海の周辺は二千年前から中国のものだ」と答えたのです。そう言った瞬間に、ＡＳＥＡＮ

各国の代表団はふと考えたと思います。二千年前、うちの国はどこの領土だったのだろう

かと。実は、中国はこういう視点で物事を見ているのです。 

 言い替えてみると、うちの先祖、うちの曾爺さん、その前の爺さんのときには、最寄り

の駅まで他人の土地を踏まなくても、自分の家の土地だけで、わが家から駅まで歩いて行

けたほど、昔のうちはすごかったんだ……ということを代々言い伝えられてくるわけです。

そして、残念ながらうちの曾爺さんとお爺さんあたりが事業に失敗して、だいぶ土地を失

くして、親父の代ではもうこんなになっちゃった。しかし、俺の時代が来たとき、ようや

く力がついてきた。そこで、自分はどこまでうちの家を盛り立てたらいいのだろう。どこ

までうちの家をもう一回しっかりしたものにしていいのだろう。そう考えるわけです。 

 そのときの基準がどこにあるかと言えば、中国は二千年前なのです。二千年前の領土領

海はどのあたりまでか。そのとき、日本はどんな立場にいたのか。あるいはそのとき、世

界の中で中国はどのような立場にいたのか。そう考えていけば、なるほど中国はこれから

どういう方向に向かうかが分かってきます。それを戦略的にやっているということです。 

 そうした感覚を私たちは持つべきだと思っています。ですから、南シナ海のことに関し

ても、逆に中国のほうから見れば、「これは昔の自分たちの影響があるエリアを取り戻すだ

けの話であって、域外国がなんだかんだと言ってくるのは迷惑だ」ということになります。

こういう一貫した流れで、中国は対外的な進出を行っているのです。 

 ご存じのとおり、朝鮮戦争、ベトナム戦争など、東アジアがもめて、一定の決着がつい

て、そこに今まで出ていたフランス軍が退いた、あるいは旧ソ連軍が退いた、あるいは米

軍が退いたという流れがありました。 

 実は、そのつど中国は南沙諸島に着々と出てきています。五〇年代から六〇年代、七〇

年代、そして現在と、一貫した流れでここまできていると私たちは考えるべきだと思いま

す。 

 そして、今なぜ中国が南シナ海でああした活動をしているかと言えば、中国にとっては

今がチャンスだからです。ＡＳＥＡＮの国で十分な防衛力を持っているところはありませ

ん。ですから、今のように、アメリカの介入さえなければ、やすやすと自分たちの大きな
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基地と大きなエリアを設定できるのです。これからも中国はこの流れを止めることはおそ

らくないと思っています。今、南シナ海で起きている問題は最近だけのことではなく、こ

れまでベトナムあるいはフィリピンは、何度も中国とぶつかっています。そして外交問題

になっていました。そのときの日本の立場はどうだったのか。 

 私は国会議員の中で、外務大臣政務官、外務副大臣として、長い間、外交分野の仕事を

していました。そのとき、国会あるいは記者会見で、報道関係者から、あるいは野党から

南シナ海の問題を聞かれることがありました。日本政府は何と答えていたのか。大臣や副

大臣の応答要領には「南シナ海の問題は当事者間の問題だ」と書いてありました。という

ことで、日本政府は中国に対しての批判をひとことも言っていません。ましてや、「力によ

る一方的な変更だ」とは、一切言っていなかったのです。結果として、日本政府が方針を

変えたのは、東シナ海の尖閣で中国とのさまざまな問題が起きてからです。「東シナ海のこ

とをいろいろな国に訴えるのに、南シナ海のことについて、自分たちが口をつぐんではい

けない」と気づいたからです。このことを言い始めたのは、つい最近のことです。中国の

長年の意図を考えたとき、私たちはもっと敏感であるべきだったと思います。 

 今、日中での緊張感がありますが、この話をアメリカの友人にしたとき、こんなことを

言われました。「今さら何を言っているのだ。日本人はずっと自分の国の裏庭でゴジラを育

ててきたじゃないか」。アメリカ人はこういう見方をしていたのです。天安門事件のとき、

世界中が中国を非難しました。実は、そのとき、まっ先に手を差し伸べたのは、日本です。

その後、中国は世界的にさまざまのウィングを伸ばすようになり、いまの経済大国になり

ました。 

 中国に対して、私たちはさまざまな経済的支援をして、中国の今の経済成長を支えたと

思っています。しかし、中国のほうはおそらくそんなことは思っていません。考えている

のは、「元の大きな中国を取り戻すのだ」ということです。その一貫したスタンスから考え

れば、日本が今まで中国に対して向き合ってきたことには、むしろ反省すべきことのほう

がたくさんあると思っています。 

 政治の場で、先輩議員からよくこういうことを言われました。 

 「私は中国に対しては老朋友だ」。昔からの古い友人だから、私はこういう人に会えるし、

ああいう人にも会えると言います。おそらく、そうしたお考え持っている方もたくさんい

ると思います。しかし、私はなんとなくこの言葉に懐疑的なことがあります。 

 今年になって、アメリカのジミー・カーター元大統領が中国訪問しました。カーター大

統領は老朋友中の老朋友です。中国に対して、アメリカのさまざまな政策を施し、逆に言

えば、中国とアメリカの関係を大きく改善した老朋友中の老朋友が会えた相手はすごく低

位の人で、カーターさんは失意のまま帰ってきたと聞いています。なぜでしょうか。中国

からしたら、もう使い道のない人はあまり重用する必要はないということでしょう。 

 逆に、今、この人が中国との関係を良くするようなことをしてくれるなら、喜んで握手

をするということです。しかし、そもそも中国の意図は、一貫して元の大きな中国、国際
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的な大きな影響力を持つ中国にしていくということです。そして、国防当局から見た場合、

中国の防衛力、軍事費は一貫して右肩上がりです。これは、どこかの国と仲良くなった、

どこかの国との関係が良くなった、冷戦構造が収まってきたということに関係なく、一貫

して右肩上がりなのです。 

 ということは、中国の意図は明らかで、これからも大きな影響力を持つようにしていく

ということです。その意図が防衛力、安全保障の面でもそうだとすると、日本はどうすれ

ばいいのか。方向はただ一つだと思います。経済的に仲良くすることは大切ですが、安全

保障面では決して気を許さない。これが大事です。 

 実はアメリカも同じような流れで、中国にうまくしてやられたような印象があります。 

 最近、台湾に行く機会がありました。私は従来、台湾は相当の国防力を持ち、戦闘機、

あるいは艦船についてはアメリカから相当の支援を受けていて、かなりの装備を持ってい

るという印象を持っていました。 

 台湾から見ると、中国の海岸部の軍事的な要衝はすぐ目の先に位置しています。潜水艦

がどこからいつ出たか、よく分かる場所にいます。さまざまな航空機が今どこを飛んでい

るか、それもよく分かる場所にあります。そうした意味で、安全保障面では非常に重要な

場所です。ですから、今までずっとアメリカがここを支えていたと思っていました。 

 ところが、実際に台湾当局から話を聞いてみると、アメリカは中国に配慮して、新しい

戦闘機を台湾には配備していないということでした。ですから、かなり古い戦闘機、かな

り古い艦船、せいぜいアメリカの退役した船を格安で売るというぐらいのことしか、今は

できていません。緊張感を持って見ていると思っていた東アジアの問題について、アメリ

カの踏み込みが相当あまくなっていると感じます。ようやく今、東アジアへのリバランス

ということで、アメリカはこちらに重点を置くようになりましたし、台湾に対しても、こ

れからしっかり一定の考えを持ってやってくれるのだと思います。ただ、この地域がこん

なにスカスカの状態だったということをこの何年間か気がつかないでいたということが、

やはり今の南シナ海の問題にもつながっていくのだと思います。 

 最後に、それで、日本はどうすべきなのかということですが、先ほどお話ししたように、

経済的には関係を深くすることが大切です。しかし、現実的には安全保障面で決して気を

許すことはできません。そして、この問題については常に同じような価値観、危機感を持

つ国と手を携えていくことがとても重要だと思っています。ようやく今回、平和安全法制

が成立しました。アメリカ以外に、例えば、オーストラリアあるいはインド、今、南シナ

海で非常に苦労しているフィリピン、ベトナムという国ともさまざまな関係、演習ができ

やすくなる関係になったのだと思っています。そして、南シナ海について、日本がどのよ

うな振る舞いをするのか、どういう行動をとるのか。ＡＳＥＡＮの国がじっと見ていると

いうことです。 

 ＡＳＥＡＮの防衛大臣会合で各国と懇談をします。多少お酒が入ったときに、それぞれ

の国の本音がよく分かります。「この国は当然、親中的な国だ。だから、国際会議でもその
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方向での発言をしているな」と公式の場ではそう思います。しかし、その閣僚と仲良くな

ると本音が出ます。決してみんな中国に対して心の底からいいとは思っていません。とは

いえ、経済的にも安全保障面でもやっぱり中国は恐いのです。そこで、誰が先頭切って、

中国にものをしっかり言ってくれるのか、誰がしっかり対応してくれるのか。実は日本に

その期待をしていて、本当にそれをやってくれるかどうか、日本の背中を見ながら、今じ

っと見ているところです。今回のＡＳＥＡＮ首脳会議も、その一環だということを安倍総

理はよく理解され、相当厳しく発言されたと思っています。 

櫻井 今日のタイトルは「南シナ海と奇妙な冷戦」です。米中がお互いをどう評価し、ど

う向き合うかということが国際社会を大きく変えていくわけですが、ここで重要なのは中

国の意図をどのように読み取るかです。各地域がどのように読み取っているか。アメリカ

はどうなのか。日本はどうなのか。ＡＩＩＢ（アジアインフラ投資銀行）にいち早く参加

したドイツ、イギリス、フランスなど、ヨーロッパの国々はどうなのか。ロシアはどうな

のか。このように、アメリカ、ヨーロッパ、日本を中心とするアジア、ロシアというよう

に大きく四つのブロックに分けてみますと、それぞれの地域の大国が、中国の意図を果た

してどこまで読み取っているのかということが非常に重要な要素になるだろうと思います。 

 アメリカで、マイケル・ピルズベリーという人が二〇一五年のはじめに『１００年マラ

ソン』という本を出しました。著者はアメリカの親中派の中の親中派、パンダを抱きしめ

る人（パンダハガー）という親中派に対する別称がありますが、自ら「私はパンダハガー

だ」と言ってきたほどの親中派の人です。この本は、中国が一九四九年の建国から百年目

の二〇四九年までに世界の超大国になる。アメリカを凌駕し、世界を中国の価値観によっ

て維持していく。中国式の秩序によって治めていく場にするということを書いたものです。

その中に、ピルズベリーさんが「親中派の自分も騙されていた」ということで、アメリカ

が軍事技術、民生の技術など、ありとあらゆるものを日本の頭越しに、どれほど支援して

いたかということを実に詳細に書いています。 

 彼は、今では「われわれは騙された」と言っていますが、本当にアメリカ全体がそのよ

うに考えているのか。アメリカの戦略家はどうなのか。ヨーロッパはどうなのか。そして、

ロシアが今、テロと戦うことを一つの手段として、ヨーロッパにおいて圧倒的に不利な状

況を逆転させるためのゲームを演じているわけですが、中国はこのテロに対して、どのよ

うに向き合おうとしているのかということも踏まえて、それぞれの方から、中国の意図を

私たちはどこまで読み取っているのか。アメリカ、ヨーロッパはどうなのか。そして、そ

の結果、これからの国際政治で何が起きていくだろうかということについてお話をいただ

ければと思います。 

田久保 今、『１００年マラソン』を書いたマイケル・ピルズベリーの名前が出ました。ピ

ルズベリーは、われわれが五年前に開いた国際会議に、アメリカから呼んだことがありま

す。そのときはペンタゴンの顧問で、日本での知名度は低かったのですが、今は『１００

年マラソン』を書いて、大変な脚光を浴びている人です。 
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 私個人のことを申し上げますと、ピルズベリーにロンドンで初めて会ったのは、私がま

だ四十代のときでした。先月、彼が来日したときに会ったら、「おまえは俺の一番のオール

ド・フレンド・イン・ジャパンだ」と言われました。これは古い友だちだと善意に言って

くれたのか、老人になった友だちだと言ったのか、よく分かりません。おそらく後者だと

思いますが、彼が『１００年マラソン』で主張しているのは、櫻井さんから質問された「中

国の意図」についてです。ピルズベリーは中国の意図をずっと善意だと思っていたと大い

に反省しています。 

 ニクソン以来、オバマに至るまで、アメリカの歴代政権は中国に対して、「エンゲージメ

ント・ポリシー」と言いますが、関与政策をとってきました。中国は国際社会から孤立し

ていましたが、アメリカが国連をはじめとして、いろいろな国際機関すべてに中国を関与

させてしまうのです。オリンピックだろうが文化機関だろうが、ありとあらゆるところに

関与させてしまえば、中国は自然に民主化していくだろうと考えていたのです。 

 民主化すると考えた根拠は何かと言えば、こんなことです。現在は一党独裁で、人民の

不満がずいぶん高まってきている。この不満を吸収するような政党が一つでもできると、

複数政党になる。二つの政党が三つになり四つになり、これがきっかけで軟着陸して、一

党独裁が自然に民主化していくだろう。 

 そうした善意のもとにアメリカはずっと関与政策を続けてきたのです。 

 ところが、この考えが一挙にひっくり返って、「自分は五十年間の中国研究が全部間違い

だということが分かった」と言っているのがこの本です。翻訳本は日経ＢＰ社から出版さ

れて、大変売れているそうです（邦訳名『China 2049』）。私は両方をよく読んでみました

し、ピルズベリーとも会ってみました。彼は「パンダハガー」といわれるパンダを抱きし

めている中国寄りでしたが、今や「クリサンセマム・クラブ」のほうに移動中だと言って

いました。クリサンセマムというのは菊で、菊クラブというのは親日ということです。 

 誰も「中国の真意はこれだ」などと分かる人はいません。いませんが、今までの経験則

によってピルズベリーは、中国の連中には民主主義国の常識はまったく通じないと、よう

やく気づいたのでしょう。今、小野寺さんが言われたように、四面楚歌の声を聞かせて、

自ら自滅していく以外に変革はないというのがおそらくピルズベリーの真意ではないかと

思います。 

 しかし、私はアメリカの政策がニクソン以来、すべて間違っていたのかと言えば、そう

ではないと思います。ピルズベリーと私はある雑誌で対談しましたが、「マイク、あなたは

ワシントンと北京を見て、アメリカが騙されていることが分かったと言うが、ニクソンは

北京を見ていたわけではない。ハノイとモスクワを見ていたのだ。ハノイを見ていたのは、

ベトナム戦争を終えてみせる、というのが大統領の公約だったからだ」と反論しました。

私は日本で数少ないニクソンの研究者です。ニクソンは人気がないので、誰も研究しませ

ん。が、戦略眼は普通ではない。 

 もう一つ、毛沢東や周恩来がアメリカを利用した、歴代の大統領は利用されたとピルズ
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ベリーは言っていますが、ニクソンに関するかぎりは違います。中国に多少騙されたかも

しれませんが、冷戦たけなわの最中、ソ連の首を黙って絞めるにはどうしたらいいのかを

考えて、ベトナム戦争を抑えたではありませんか。これで、当時のブレジネフ首相は震え

上がったのです。ニクソンが北京を訪問して、毛沢東、周恩来と握手しただけで、中ソ国

境に緊張感が高まって、四十八万のソ連軍がそこに釘づけになったのです。 

 ニクソンはニコニコ笑って「私はモスクワを封じ込めようとするのではない。中国とた

だ握手するだけだ」ということで、黙って大量の軍事力を中国の手で吸収して、「アメリカ

の大軍と、おまえたちは対抗できるのか」という無言の力を誇示したのです。ピルズベリ

ーはアメリカと北京の二点観測でしたが、私は「ニクソンは天才的な才能を持っていたの

で、ベトナム和平を実現するために北京を利用したのだ。あまりニクソンをなめないほう

がいいよ」と言いました。そして、「アメリカ人のあなたがアメリカ人を批判して、日本人

の僕がアメリカ人を評価している。おかしなことだね」と言って、二人で大笑いをしまし

た。 

 アメリカの大統領がすべて間違っていたのかどうか。あのとき、ニクソンがドアを開か

なかったら、中国はどうなっていたでしょうか。ニクソンが行って、ほぼ八年経ってから

ようやく国交が樹立しました。ニクソンが樹立したわけではなく、カーター政権のときで、

国交を樹立したのはカーターの大統領補佐官だったブレジンスキーです。ブレジンスキー

はポーランド生まれで、亡命してからコロンビア大学教授などを務めたソ連問題の大家で

すが、ソ連が憎くて、憎くてしょうがないので、強引にでもいいから中国と国交を樹立し

ようとしたのです。要するに、中国カードを初めて切ったのがカーターだということです。 

 ですから、いろいろな大統領がいろいろな目的で政策を進めているわけで、全部がダメ

だったとは言えません。カーター以後、何が起こってきたのか。中国に貧富の差が今こん

なに出てきて止めようがない。それから、言論、報道を弾圧している。政治家の汚職がい

かにひどいかということも、みんなの目には明らかになってきました。こうしたことは、

中国を国際社会に引っ張り出したからこそ、分かってきたのです。地球温暖化では、アメ

リカと中国が大気汚染の悪者二大国です。これにもようやく気づき始めたということです。 

 それから、少数民族を弾圧していて、今は氷山の一角が出ているだけですが、ひどいこ

とをしているというのは世界の目にもはっきり映ってきました。こうして数え上げれば、

きりがありません。南シナ海でもこっそり黙ってやっているのではなく、みんなの前で公

然とやり始めているのですから、すべて分かっているうえで、「二千年前から領海だった」

ということを言っているのです。 

 こういうバカなことも言っていますが、そのバカなことが世界の目に明らかになってき

たのは、ニクソンをはじめとするアメリカの歴代の政権が中国に関与政策をとり続けた結

果です。ですから、アメリカの対中政策が間違いだったか、あるいは成功したかとは、に

わかに判断することはできません。むしろ、アメリカの対中政策は正しかったということ

がこれから証明されるのではないかとすら思っています。 
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 いずれにしても、ピルズベリーが言った「この国が考えているのは簡単なことで、世界

を騙す百年間のマラソンをしている」という本質は変わらないでしょう。しかし、徐々に

ではありますが、中国も変わりつつあると思います。安倍さんが今やっている一種の中国

包囲網は、おそらくボディブローで、すぐに効果が出て、来月から習近平が反省するとい

うことにはなりません。しかし、日本、アメリカをはじめとしてＡＳＥＡＮ、フィリピン、

ベトナム、その他の国が無言のうちにどの方向に動き出しているのか。その結果がどうな

るのかは見えていると思います。 

 頭がいいようで、アホな国が中国ですが、こういう国が最も敏感なのは「相手に力があ

るかどうか」それも「軍事力があるかないか」という一点に尽きると思います。今、「ソフ

トパワー」という言葉が流行っています。手荒いことをしないで、文化の面で仲良くしよ

う。人と人の結びつきを強くしようということです。しかし、それはまったく別の話で、

国家と国家の関係はやはり「力」がものをいうのであり、これを無視した国が世界の歴史

の中で、長生きしたことはないということは間違いないと思います。 

 中国は大変インチキ性に富んだ野心の覇権国家ですから、ちょっとやそっとのことでは

覆すことはできません。ピルズベリーが『１００年マラソン』の中で言ったとおり、徐々

に変えていくためには、日本が力を持つこと。つまり自衛隊を早く立派な軍隊にすること。

これ以外にないのではないかと思います。このことがひいては日米関係を強め、ＡＳＥＡ

Ｎの信頼を取り戻すことになるのではないかと思います。これが櫻井さんの質問に対する

答えです。 

櫻井 ヨーロッパを中心に、そのようなテロによって引きずられているという状況がある

中で、アジアでは中国がテロをも利用しながら、自分たちの目的をどう達成していくかと

いうことに腐心しています。もちろん、中国が行っていることは小手先の小賢しい嘘でも

あります。 

 例えば、習近平主席が「南シナ海の島々は軍事目的には使わない」と言ったにもかかわ

らず、外務次官が「南シナ海の軍事拠点にはしないと言ったが、岩礁に軍事施設をつくる

ことまでやめると言った覚えはない」というような本当に見え透いたアホらしいことを言

っています。この中国がアメリカの動きをかつては非常に注意深く見ていました。湾岸戦

争によって、アメリカの力がどれくらい削がれていくかということを念頭に置きながら、

それをいかにして中国の立場を強くするために利用しようかと、本当に戦略的に考えてき

た中国です。この中国が「能ある鷹は爪を隠す」の段階を経て、力を誇示し始め、南シナ

海問題に至っているわけです。中国の意図は田久保さんがおっしゃったとおりだと思いま

す。これから、中国がその意図に従って、どのようなことを成し得るのか。湯浅さん、ア

メリカとの関係の中で論じてみていただけますか。 

湯浅 基本的にはやはり経済だと思います。二〇〇三年にゴールドマン・サックスが「二

〇四〇年には中国のＧＤＰがアメリカのＧＤＰを抜く」という発表をしたとき、ものすご

い衝撃がありました。実際に中国はすさまじいスピードで経済力をつけ、遂に日本のＧＤ
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Ｐを抜いて第二位になり、アメリカの背中を捉えられるような段階に達しています。経済

力に比例して、巨大な軍事力をつけた。 

 われわれは今、新しい冷戦がひたひたと近づいてきているという感じを持っています。

米ソ冷戦のとき、アメリカとソ連との間には貿易関係はほとんどありませんでした。とこ

ろが「米中の冷戦」を考えると、経済の密接なつながりは大きく、そのことこそ中国がア

メリカを侮っている原因になっている可能性があります。 

 アメリカの経済学者がかつて「経済の相互確証破壊」という理論を展開しました。米ソ

冷戦のときに盛んに言われたのが「核の均衡」です。双方に核があるため、お互いに手出

しができないということで、不安定ながら、力の均衡を保っていました。それが、「核の相

互確証破壊」です。それと同じように、経済の相互確証破壊はアメリカと中国が貿易など

で、相互に依存するようになると、互いに損失を恐れて相互に戦争ができなくなるという

議論です。 

 実際、アメリカにとって中国は第一の輸入先であり、中国にとってアメリカは第一の輸

出先ということになっていますので、経済ではがんじがらめになっています。日本の経済

力がかつて「ジャパン・アズ・ナンバーワン」と言われた時代、日本は軍事には少しもお

金を回さずにＧＤＰの一％以下ということで、ずっと抑えられてきたわけです。ところが、

中国の場合、「大国が軍事力を持つのは当然である」という考え方です。もっともこれは世

界一般の考え方で、日本が少しおかしいのだと思いますが、そういう考え方ですので、力

をつけると非常に傲慢になってくる。 

 実際に南シナ海などでやっている中国のやり方に対して、アメリカはいろいろな疑いを

持っていました。しかし、オバマ政権は例によってなかなかふん切りがつかない。中東地

域でも、シリアの反体制派に対する武器の供与もずっと遅れました。後に供与しましたが、

最初のタイミングを外したため、効果のない支援になってしまいました。 

 国力に応じて、国際市場をつくる、ルールをつくる。中国はそれができる大国だという

自己意識が強いだけに、これからも自国のやり方を押し出してくるでしょう。そのときに

われわれはどうするのか。 

 米ソ冷戦が動き出す少し前の、まだ第二次世界大戦を戦っているときにヤルタ会議があ

りました。そのとき、当時のアメリカ大統領ルーズベルトは、なんとチャーチルよりもス

ターリンのほうを信用していたのです。チャーチルの植民地主義に手を貸すことはできな

いとして、スターリンと手を結んでしまった。その結果、ソ連の思惑どおりにポーランド

の国土が大きく西にずれてしまったために、東で故郷を失った人たちがたくさんいました。

ひょっとして、そういうルーズベルトのような考え方をオバマは持っていやしないだろう

かと不安になることがあります。 

 ルーズベルトは国務省を無視して、スターリンとの首脳外交を展開していました。それ

が大きな失敗のもとだったわけですが、オバマも国防総省の考えを無視しているところが

あります。オバマは自分の身内の、ホワイトハウスの高官だけを信用して、彼らの助言に
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よって対中政策をずっと進めてきました。 

 二年前、オバマは『ニューヨーカー』という雑誌のインタビューを受けて、「私にはジョ

ージ・ケナンのような戦略家は必要ない」と言ったことがあります。私は、むしろ、今の

オバマにこそ、ジョージ・ケナンのような戦略家が必要だと思っているわけです。ジョー

ジ・ケナンはどういう人かと言いますと、冷戦のときに「ソ連は非常に危ない」というこ

とを代理大使としてモスクワのアメリカ大使館からワシントンに長文の電報を送って、注

意を喚起した人です。 

 これによって、アメリカの高官たちは、ソ連が拡張主義と共産主義イデオロギーの拡大

をやる国だという認識を新たにしました。それから一ヵ月後の一九四六年三月に、イギリ

スのチャーチル元首相がミズーリ州のフルトンで「鉄のカーテンがヨーロッパに下ろされ

た」という演説をして、米ソ冷戦の過酷な状況が到来したと注意を喚起しました。それに

よって、冷戦が大きく展開していくわけです。 

 今の中国の拡張主義と共産主義イデオロギー、あるいは共産主義イデオロギーが破綻し

て民族主義イデオロギーになっているかもしれませんが、当時、ジョージ・ケナンが言っ

ていた危険性がそっくりそのまま中国に当てはまるのではないかと思います。さてそのと

き、マイケル・ピルズベリーの本がジョージ・ケナンの長文電報のように人々を喚起して、

中国に対する警戒心をもっと強く持つようになってくれればよいと思っております。 

 では、いったいチャーチルはいるのか。私は、安倍さんにチャーチルになってほしいと

思っています。当時のチャーチルは、イギリス軍が疲弊して、ヨーロッパで新たにソ連と

対峙する力がなかったので、対ソ戦略にアメリカを引き込んだのです。 

 残念ながら、わが日本国は安保法制ですら、あの体たらくです。その中で、安倍さんが

できることには限界があると思います。しかし、オバマの尻をたたくぐらいのことはでき

るわけで、そういうことをぜひやってほしいと思います。だからこそ、この前訪米したと

きにミズーリ州のフルトンで、安倍さんが新たな冷戦の演説をしたら、どんなに政治的効

果が強かっただろうかと思ったわけです。 

櫻井 小野寺さん、今、いろいろな話が出ました。あの冷戦を予言した、そして、その冷

戦においてアメリカが勝つためにはソビエトの封じ込めを考えなければならないと大戦略

を説いた「ジョージ・ケナンのような人間は自分にはいらない」とオバマ大統領が二年前

に言ったということは、今のオバマ大統領の対中政策のみならず、対中東政策を見ても非

常によく分かります。軍事はとにかく嫌いなのだと思います。軍事を嫌って、「話し合い路

線でいきましょう」、「ソフトパワーでいきましょう」というオバマ大統領が南シナ海で中

国とどう向き合っているのか、あるいは向き合えるのか。イージス艦のラッセンを南シナ

海の人工島の一二海里に入れたことをもって、私たち日本人は「とうとうアメリカが動い

てくれたか」という見方をしました。しかし、考えてみたら、なぜラッセンだったのか。

もう少し中間の大きさの動きやすい船を入れるべきではなかったのか。しかし、それがで

きなかった、ラッセンしか残っていなかった。アメリカは、船という意味において、中間
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のものをつくることを怠けてきたからではないか。そう言う人もいるわけです。 

 南シナ海において、中国とアメリカの今の向き合い方について、元防衛大臣としてどの

ような見解を持っておられるかということを含めて、日本はこれから目の前の国際情勢に

対して、どのように分析をし、自戒していくかということについてお話しいただけますか。 

小野寺 まず、中国の意図というのは明確です。これからも拡大主義を続けていきますし、

軍事力の増強を緩めることはないと思います。その中で、日本の政治家があるときは中国

と仲良くなったと錯覚をして、軍事的に自国の増強を弱めていく。あるいは日米関係、日

米同盟を弱める方向に行くということがあった事実は、反省すべきだと思っています。経

済面での交流は大事ですが、軍事的な面では気を許さないということが基本だと思います。 

 その中で、もし何か問題があったとき、日本の自衛隊を含めて日本はしっかりとした対

応をする。もちろん、これも基本ですが、当然、同盟国のアメリカもしっかり一緒にやっ

てくれるだろうというイメージを多くの皆さんが持っていると思います。一方で、アメリ

カは本当に大丈夫なのかと思っている方もいると思います。 

 アメリカの行動基準にはいくつかの温度差があります。例えば、同じ大量破壊兵器や核

の問題にしても、中東でこの問題があった場合、軍事的な行動も辞さないというかたちで

介入をします。しかし、北朝鮮でそのようなことがあっても、どちらかと言えば、口先だ

け介入する状況にあります。理由は、アメリカの利益からしたら、どちらに意味があるか

ということです。北朝鮮をさまざまなかたちで、自分たちの支配下に置いたとしても、そ

こで得られるものはほぼありません。逆に中東にはさまざまな利益があります。アメリカ

の利益という見方から考えると、いろいろなものが見えてくるという印象があります。 

 その中で一つ、南シナ海という問題。南シナ海は確かに日本にとってはシーレーンの大

変重要なところです。あの海域を日本の輸送船、貨物船、タンカーの八五％が使っている

と聞いています。では、あの海域にアメリカはどんな経済的な利害、利益があるのか。ベ

トナム、あるいはフィリピンを含むＡＳＥＡＮの国との関係は重要だとは思いますが、ア

メリカがキューバに武装勢力が入ってきたというほど、自国の安全保障に緊張するかと言

えば、おそらくそうではないと思います。 

 むしろ、「あの海域は大切だ。なんとかしなければならない」と考える当事者は日本だと

思います。その意味で、何かアメリカ頼みの話だけをして、アメリカの駆逐艦が入ったと

いうこと、あるいはアメリカのＢ―52 があそこを飛んだということをすごく重要なことだ

と感じているとすれば、それは間違っていると思います。アメリカの利害からしたら、中

国に対して、せいぜいその程度の関与は一定の警告を発するということであって、どこま

で自国の経済的利益につながるかということを考えれば、アメリカのあそこへの踏み込み

方には自ずと温度差があると考えるべきだと思います。 

 ですから、日本はＡＳＥＡＮの会議でアメリカ以上に強く発言し、また各国に対しては

さまざまな支援を行うことが重要です。例えば、海上警察の問題やそれぞれの国の能力を

高める問題などを真っ先にやらなければならないのはアメリカではなくて、日本です。こ
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れが現実ではないかと思っています。 

 さてその中で、一つ悩ましいのは、今回のテロの問題です。 

 ご存じのとおり、アメリカ国内の世論はさまざまなロビー活動で動いています。ちょう

ど今、アメリカの知日派の方が日本に来てさまざまな会議を開いていますが、彼らから聞

きますと、日本を応援するアメリカの知日派の人たちの顔ぶれは、ここ十数年変わってい

ないのです。新しい知日派がアメリカの中でどんどん生まれているわけではありません。 

 しかし、中国に対して支援をする中国専門の研究家はどんどん増えています。新しい「パ

ンダハガー」が生まれていることは事実です。その背景は巨大なお金を使ったさまざまな

ロビー活動ということになります。さまざまなシンクタンクには中国政府、あるいは中国

の関連企業からの多額の献金によって、中国研究の部署がいろいろできています。そうな

ると、どうしてもアメリカの世論は中国への関心が強くなります。 

 そして今、中国ロビーがどういう活動をしているのか。アメリカの政府関係者やメディ

アの皆さんに、おそらくこう言っていると思います。「テロは大変だよね。これから中東ま

すます大変になってくる。こういう危機のときは、そちらに専念すべきではないか。南シ

ナ海の問題はアメリカにとって、経済的に直接、影響があるわけではない。だから、力に

よる変更はダメだと言うことはいいけれど、もっと大切なことがあるでしょう。ニューヨ

ークやワシントンでテロが起きるかもしれない。われわれは当事者ですよ。だから、南シ

ナ海の問題は三番目か四番目ぐらいにして、とりあえずテロ対策、中東対策をやるべきで

しょ」。おそらく、こういうロビー活動を今、盛んにしているだろうと思います。 

 それからもう一つ。これはたぶん外交当局、日本の外務省もあまり気づいていないと思

いますが、今回の対ＩＳのテロ問題を国際社会全体として攻勢をかけるためには、最終的

に国連の動きが必要です。国連というのは、安全保障理事会で物事が決まります。安保理

の常任理事国は五つです。アメリカ、イギリス、フランス、それからロシア、そして中国

です。この五つの国の意思で安保理が動いていきます。このうち中国を除く四ヵ国はすで

にＩＳと戦っています。ですから、彼らは間違いなく「国連としてＩＳに相当の強い態勢

をとるべきだ」という思いを強くしています。ただ、残りの一ヵ国、中国が反対すれば、

国連はうまく機能しません。そうすると、対ＩＳで当事者になっている四ヵ国は、中国に

対して、一定の配慮をせざるを得なくなるかもしれません。 

 日本はこれから非常任理事国として中に入ります。しかし、それ以上に常任理事国の影

響力は大変大きいのです。そういう意味では、国連をこれから機能させるということで、

対ＩＳに動いていくとすれば、また中国への配慮が残りの国からあるとすれば、南シナ海

の問題は、またグレードが下げられてしまうのではないか。本来、私たちは国連で南シナ

海の問題を全面でやるべきだと思っています。しかし、残念ながら、Ｐ５と呼ばれる常任

理事国のうち、おそらく同調してくれるのはアメリカ、少しついてくるのはイギリスとフ

ランス。しかし、ロシアと中国はこれに反対して、おそらく国連の議論では重くはなりま

せん。 
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 中国以外の四ヵ国がＩＳと戦っている中で、国連を動かすとすれば、中国に一定の配慮

をしなければならないというのが現実です。今こういう難しい岐路にきているのです。実

は、ＡＳＥＡＮが日本の背中を見ています。そして、南シナ海が中国の支配下になれば、

これから将来にわたり、千年の計の中で、日本がどういう立場になるのか。そうしたこと

を重く考えるべきだと思います。 

櫻井 南シナ海問題について、沿岸の東南アジア諸国やわが国は、ある意味、それぞれの

国の主権問題と捉えています。しかし、アメリカは、航行の自由といった、一つのルール

の問題と捉えています。そこのところに、すごく大きな差があるのではないかという感じ

がします。それがここに掲げました「南シナ海と奇妙な冷戦」ということです。確かに冷

戦ではありますが、アメリカと中国が本格的に対立するということでもなさそうだ。対立

しながらも、そこに相通ずるものをお互いに持ち合うというところがある。ここの奇妙さ

というものが、こうした関係から生まれてくるのではないかと思います。 

 ワシントン大学のデイヴィッド・シャンボーという人が「中国はやっぱり局地的な強国

にすぎない」というようなことを書いていますが、本当に中国は局地的な強国にとどまる

のか。それとも、ピルズベリーがずっと言っているように、二〇四九年を一つの目途とし

て、経済規模で中国はアメリカの二倍、三倍になり、二〇三〇年には軍事力、軍事費にお

いてもアメリカを凌駕するところにいって、中国が本当の意味で世界の秩序のメーカーに

なるのか。そのときの秩序は、私たちが当たり前だと考えている国際法の遵守、民主主義

を守る、自由を守る、人権を守る、環境を守る、少数民族の宗教、言語などを守るといっ

たところからかけ離れた、中国の考える秩序、中国の考える価値観によって、多くの物事

が決められていくという世界になるのか。今、この分かれ道に立っているわけですが、こ

の点について、われわれが行くべき方向は明らかです。中国の方向に行ってはならないと

いうことですが、私たちの方向で世界を維持するということに私たちは成功するのかどう

かということを今、問われているのではないかと思います。 

 これからのことですから、予言はできません。しかし、そのような方向に行くために考

えられる問題点は何か。われわれが乗り越えなければならない試練。それから、私たちが

共通項としなければならない戦略を果たして打ち立てることができるのか。お三方に議論

していただきたいと思います。 

 小野寺さんは冒頭のご発言の中で、日本は今まで中国政策でまずいことをたくさんして

きたとおっしゃいました。ご自身の体験も含めて「中国にいっぱい食わされた」、「こんな

ことしてやられた」というようなことがあるのではないかと思います。そのへんから告白

をしていただけたらと思います。 

小野寺 私には煮え湯を飲まされたという経験しかありません。私の対中経験というのは、

町村外務大臣の外務大臣政務官のときです。当時、国連改革という動きがあって、日本は

なんとか常任理事国に入ろう、そのための国連改革をやろうということでした。そのとき

はまだ日本も国際的にかなり力がありました。それで、当時、仲間でもあったブラジル、
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あるいはドイツ、同じように南アフリカ、インドなど、常任理事国に入ろうという国が一

緒になって、国連改革の行動を起こしました。 

 そのとき、私は約一ヵ月、国連に派遣され、各国の代表と会って、日本と私ども改革組

への支持を訴えるということを一生懸命やっていました。ところが、私が国連のロビーの

中で各国代表を呼んで議論をしているそのすぐ向かい側の椅子で、中国代表がそれに同調

するなという反対のロビー活動をやっていました。そして、中国のロビー活動を受けた代

表が私のところにやってきたので、「ぜひ日本を支持してください」とお願いしたら、「日

本は何をくれるのだ」と言われました。「くれる」と言われれば、日本は、ＯＤＡでこうい

うものをつくってあげます。こういう病院をつくりますといった話をします。しかし、相

手側が要求しているのは現金です。中国はその場で小切手を書いて渡すと言われています。 

 私はこういう「現金な国」とこれから国際社会で競合することの大変さをつくづく感じ

ました。日本の場合は、さまざまな透明性がありますし、政治家は常に選挙による影響を

受けます。それこそ、政治家の政治資金は何万円というところまでメディアからチェック

され、閣僚になれば、それが問題になると、国会はほとんどそれの追及に費やされます。

こうした民主国家、民主主義というのは確かにそのためのコストがかかります。ある面で

は、政治家のストレスも大きいのが民主国家です。それでも、国益を考えてさまざまな活

動、行動を行うのです。片や対戦相手の国は国内で、まったく透明性がありません。ＯＤ

Ａ、政府援助が何に使われているかも分かりません。差し出すやり方も物でいいのか、ジ

ュラルミンケースに入れたお金でいいのか。向こうにはそうしたルールがまったくない中

で、私たちがそれと戦いながら交渉していくということの難しさを肌身で感じています。 

 防衛力もそうです。例えば、防衛装備移転について、日本は厳密に守っています。ハイ

チで大地震があったとき、国連が支援するということで、日本も自衛隊員がハイチに支援

に行きました。そこでの民生支援ですから、道路をつくったり、橋をつくったりしていま

す。持って行ったのは、ブルドーザーです。そのブルドーザーには、たまたま棚がついて

いました。自衛隊のブルドーザーですから、銃をそこに置くだけの単なる棚です。しかし、

その棚は「銃を置く棚」だという理由で、このブルドーザー全体が「武器」という範囲に

なってしまいます。 

 ですから、この「武器」を自衛隊が人道支援のために、ハイチに持っていくのは武器輸

出三原則に抵触するということになりました。それで何ヵ月もかけて、結局、官房長官談

話で「武器輸出の原則を外す」ということで、単なる棚がついたブルドーザーを初めてハ

イチに持って行ったわけです。このように日本の自衛隊には、制約がたくさんあります。

それを細かく言ったら、皆さん「そんなことをしているのか」と驚くほどのことがすごく

あります。そうしたわが国の防衛力と、中国のように、弾が二、三発どこかの民家に飛ん

でいっても、おそらく誰も文句を言えないようなところとの防衛当局の対峙の仕方という

点では、私たちに多くのハンディがあります。そういう条件で、中国という国と対応する

のはとても大変だと思います。 
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 今後、中国と付き合うやり方としては、やはりこちらのルールに中国が入ってきてもら

うしかありません。ＯＤＡには一定のルールがあります。不透明なことをやってはいけな

いというルールの中に中国が入ってくれば、同じようなかたちで支援をしてもいいと思い

ますが、日本のように一定の透明性があり、議会もあるというかたちが、中国にはほとん

ど見えません。 

 対中国政策で、最も効くのは、むしろ中国の国内の民主化の問題、社会福祉の問題、年

金の問題、医療の問題などで、中国の一般の国民が気づくぐらいに、日本の実情をよく知

っていただくことではないかと思います。中国の国内で、「日本にはこういう医療制度があ

るようだ。国民皆医療があるようだ。こんな社会保険があるし、年金もある。軍事力にお

金をどんどん使うくらいなら、民生支援にもっと回してくれないか」という声やさまざま

な動きが出ることによって、安全保障面で、何か大きな影響が出てくると思います。 

 透明性が高まるということになれば、中国で本格的に政治改革の動きが起きるのではな

いか。政治改革の動きが起きれば、今のような一党独裁の支配体制はなくなり、あるいは

中国のあれだけ強大な軍事力が、実は中国の国民の軍ではなく、中国共産党の軍であると

いうことをよく理解していただけるのではないか。共産党に刃向かった場合に、共産党の

軍ですから、軍は自国民に向かっていく可能性があるわけです。そうしたさまざまな矛盾

について、中国国内でよく知っていただくことも、逆の意味で必要ではないかと思ってい

ます。 

櫻井 米中のせめぎ合いの奇妙さについて、湯浅さん、いかがですか。 

湯浅 先ほど、ゴールドマン・サックスの話をしましたが、ゴールドマン・サックスと対

抗するアメリカの投資銀行にモルガン・スタンレーがあります。二〇〇三年のゴールドマ

ン・サックスの予測に対して、二〇一二年にモルガン・スタンレーが予測を出して、「中国

がアメリカを追い越すということはあり得ない」として、これまでの中国優位の仮説をひ

っくり返しました。 

 一九八〇年代の終わり、ポール・ケネディが書いた『The Rise and Fall of the Great 

Powers』（邦訳名『大国の興亡』）という本がアメリカでものすごく読まれていました。こ

の本で盛んに言っていたのは、アメリカがやっぱりナンバーワンにならなければダメだと

いうことです。 

 そのとき、財務次官だったフィリップ・トレザイス一人だけが、「日本はそんなに強くな

らない。なぜなら、三十年後には六十五歳以上の老齢人口が四分の一ぐらいになるからで

ある」と言っていましたが、現実にそうなりつつあります。 

 中国もまさに、当初の予測では二〇一五年に働き手が頭打ちになってくるという統計が

出ましたが、二〇一三年にもう頭打ちになっています。二〇三〇年ごろには、総人口が減

ってきます。そうすると、一人の子どもが四、五人の老齢人口を支えなければならない事

態になり、これはもう日本の比ではない。一三億の人口を抱える超老人大国が出現するこ

とになります。そこで、数年前から中国当局は一人っ子政策をやめる動きをしていました
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が、ようやく「二人でもいい」という結論を出しました。 

 しかし、だんだん豊かになってくると、あまり子どもをつくらなくなってきますから、

一人っ子政策がそのままずっと生きていくことになるでしょう。そして、今のまま推移し

ていくと、相対的に国力がだんだん落ちてきて、トレザイスの予言は、中国にこそ効いて

くるのではないかという感じがしています。ＩＭＦ（国際通貨基金）の推計によると、中

国が今後八％の成長率を維持していくと、二〇一七年に、名目ＧＤＰはドル換算で日本の

二倍、アメリカの三分の二の水準になるということです。これは先ほど言いました、アメ

リカの投資銀行というプライベートの会社ではなく、国際機関が出している数字です。 

 ロシアもそうですが、中国のような力しか信じない国、全体主義の国は、軍事を第一に

置き、国内の治安がさらにその上の重要な要素になるわけです。そして、何といっても重

要なのが、中国共産党をいかにして維持するのかということです。アメリカは世界ナンバ

ーワンをいかに維持していくかを考えていましたが、中国は中国共産党をいかに維持し続

けていくかを考え、そのためにいろいろな手を打ってくると思います。 

 共産主義イデオロギーがおかしくなってきたとき、天安門事件の直後に最高実力者の鄧

小平は「これから、中国は民族主義を重視する。民族主義こそが最大のイデオロギーにな

る」と言っていました。その弟子である江沢民がそれを教育の場に持ち込んで、民族主義

をどんどん広げていきました。ナショナリズムを昂揚させると、どうしても反日になって

くる。しかし、これを崩すのは、他国ではなく、彼ら自身のつくった超老人大国が中国を

基礎から崩していくのではないかと思います。 

 もう一つは、われわれが自分たちでどうするのかということを考えた場合、アメリカ、

日本という二つの経済大国と、かつそれに伴った軍事力を持っている国がリーダーシップ

をとって、「アジア海洋同盟」のようなものをつくる方向に行くべきだろうと思います。な

ぜかと言えば、対中政策において、民主主義、自由、人権といった共通の価値観を持って

いる国が集まるということが最も強い力を持つからです。 

 例えば、オーストラリアとか、インドもそうです。最近はインドネシアもナトゥナ諸島

で中国とトラブルを起こしていて、もし中国がナトゥナ諸島の主権を主張するのであれば、

あるいは自分たちのＥＥＺ（排他的経済水域）をとるのなら、われわれはフィリピンと同

じように国際司法裁判所に訴え出ると言っています。インドネシアは二億の国ですから、

東南アジアの中では大変強い国です。それに、フィリピン、ベトナムという沿岸国と日米

が一体となって、対中抑止をすることで、力の均衡を図るということが非常に重要になっ

てくるのではないかと思います。 

櫻井 私たちは中国の経済成長の数字が偽物であるということを知っています。また、人

口問題が決定的な要素になるだろうと思いますが、そうした問題を抱えているということ

もよく知っています。すべては中国共産党一党の生き残りのためだということもよく知っ

ています。 

 同時に、中国の国内には民主化運動を求める人たちがたくさんいるということも知って
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いますが、これまでの中国共産党の歴史の中で、あまりにもたびたび私たちは騙されてき

たということも事実です。マイケル・ピルズベリーが言っているように、アメリカも日本

も本当に騙されてきました。ピルズベリーは、中国の本当の改革派が実は胡耀邦であり、

趙紫陽であったということを知らずに、むしろ鄧小平を信じてしまったことを『１００年

マラソン』の中で、繰り返し悔いています。日本もまたアメリカ以上に中国に騙されてき

ました。また、中国に騙されるように自らを駆り立ててきたような、前のめりの姿勢があ

りました。このような日本とアメリカ、そして中国という対立の中で考えるとき、私たち

は本当に中国との戦いに勝てるのだろうか。勝つ実力はこちら側にあるにしても、心の部

分で私たちは中国を凌駕することができるだろうかということで、田久保さんにお話をい

ただければと思います。 

田久保 少々、逆説的ですが、過去に中国をのさばらせたのは日本とアメリカだと思いま

す。今、小野寺さんが言われたような発言は、三年前、安倍政権ができる前には、あまり

聞かれなかったのではないでしょうか。国基研は八年間、こうした討論を続けてきました

が、その間、不動の姿勢で中国を批判してきました。しかし、安倍政権ができる前には、

チャイナスクールという、何でも中国に譲歩すればいいという一群の人々が外務省に存在

したのは事実でしょう。中国をのさばらせるなと言っても、日本にかなり責任があったと

思います。 

 中国がらみで言えば、拉致の問題もチャイナスクールの有力な一人が「あれは日本人の

でっち上げだ」と記者団に堂々と言っていたわけです。そうしたことを日本国民が許して

いたのですから、私は日本の責任もずいぶんあると思います。さらに、自民党の大物と言

われる人が、どれだけチャイナスクールと同じような発言をしてきたか。野党でも、小沢

一郎さんが何百人もの人を引き連れていって、胡錦濤とツーショットの写真を撮っていま

した。こういう奇妙なことをやっていたのですから、中国をのさばらせたのは自らだとい

う反省をしなければならないと思います。 

 アメリカのオバマ政権について言いますと、腐っているのはホワイトハウスです。それ

からオバマ大統領。先ほど、ケナンのような参謀を傍らに置かなければいけないと言いま

したが、ケナンと正反対の人を置いてしまいました。それはスーザン・ライスという大統

領補佐官です。彼女の業績は人権問題以外に何もありません。そんな人に国家安全保障問

題担当の大統領補佐官という地位を与えてしまったのです。中国がつくった人工島の一二

海里にイージス艦を入れるのに、五ヵ月もかかったのは、スーザン・ライスが一貫して反

対してきたからです。それに対して、大統領が「そうだ、そうだ」と同意した結果がこう

いう状況を招いたとアメリカの新聞にはきちっと書いてあります。 

 それから、二〇一三年十二月に安倍さんが靖国神社を参拝しました。あのとき、ここで

も議論しましたが、アメリカ政府の、何者か正体は分かりませんが、アメリカ大使館から

「失望した」という声明が出されました。あれは、「日本の最高指導者が周辺諸国を刺激す

るのは遺憾である」ということで失望したのです。周辺諸国とは、はっきり言って、中国
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だけです。これを刺激するなということです。だから、オバマは外務省のかつてのチャイ

ナスクールのような心理になっているのではないかと思います。一方で、朴槿恵大統領が

胡錦濤に会って、大連に伊藤博文を暗殺した安重根の記念館を建てるということがあった

とき、アメリカは同盟国である韓国に対して「そんなことはやめなさい。周辺諸国、特に

日本を刺激します」と言わなかったのです。そういう点で、私はアメリカに対して、批判

的です。 

 先ほど、台湾海峡の問題が湯浅さんから出ました。アメリカは常に「現状を力で変更す

るのはダメだ」と言っているわけです。ところが、台湾海峡の片一方に中距離ミサイルを

どんどん展開してきたのは中国です。先週、アメリカ議会の米中経済安全保障調査委員会

の議員がつくった報告が出ましたが、中国の短距離ミサイルがどんどん増えています。台

湾海峡の周辺に短距離ミサイルがあったら、台湾を刺激します。アメリカは「一つの中国」

と言ってしまったからしょうがないのですが、遠回しでもいいから「現状変更は許さない」

と中国に言わなければ、整合性がとれなくなると思います。 

 ウクライナでも、クリミア半島をとられてしまったではないですか。「南シナ海で、アメ

リカは決然と立ち上った」と言う人もいますが、そうは思いません。非常に及び腰です。

一二海里にイージス艦を入れる。Ｂ―52 を入れる。近くまた行くらしい。というように、

非常に慎重です。「奇妙な冷戦」というのは、このへんに秘密があるのですが、この結果は

どうなるでしょうか。 

 これから、米中で話し合いをするときに、人工島はもうこのまま既成事実として残って

います。そこからスタートして、一二海里をどうしようかという話になってくるので、既

成事実はつくられたままです。戦争以外、あの島を元に戻すことはできないという現実を

中国が突きつけています。ロシアもそうです。われわれも口ではいろいろなことを言いま

すが、実際上は押される一方ではないでしょうか。ですから、いろいろなアイデアはいい

のですが、小野寺さんが指摘されたように自衛隊に欠陥があるのなら、日本自らが早く憲

法の枠内でどんどん変えていくしかありません。そして、憲法を変えなければ、どうにも

ならないと思います。 

 安保法制についての自民党の説明は実に分かりにくいと思います。私は安倍さんを全面

的に支持していますが、「今の国際情勢の中で、憲法を改正しないとやっていけない」とな

ぜ言わないのですか。今は内向きになっているアメリカとの関係をより強固にしなければ

いけない。そのためには、集団的自衛権の行使ができるようにしなければならないのだ。

ただし、公明党その他の圧力があって、党の法案を少しずつ弱めたので、極めて限定的に

なってしまったのだという説明をすると、すっきりすると思います。しかし、自民党は各

論のほうからやろうとしています。これが国民に「分からない」と言われるゆえんでしょ

う。 

 国民の大方はよく理解していると思います。新聞社の世論調査で、反対が半分以上あり

ますが、反対の大部分は「分からない」ということではないかと思います。多数党は絶対
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奢ってはいけません。権力は必ず腐敗するものです。説明不十分なところに気の緩みがあ

るのではないかと思います。 

 櫻井さんがずっと問題にしておられた「奇妙な米中関係」ですが、日本もかなり奇妙で

す。それは、強い力の前では常に「及び腰」になっていることです。これが米中への対応

にも表れています。テロにはなす術なし。日本が及び腰だから、中国の強引なやり方が成

功しているので、ここに最大の問題があるということを指摘しておきます。 

櫻井 いろいろな観点から南シナ海、そして米中関係、日米関係の話をしていただきまし

た。そして、誰が見ても明らかなことは、クリミア半島をロシアがとってしまったという

こと。南シナ海に中国が島をつくってしまったということ。その島は今も建設が続いてい

て、中国の外務次官はこれから二年間ぐらい建設が続くと言っているわけです。これがテ

ロの問題によってかすんできて、そのまま放置されてしまったら、何が起きるのか。向こ

う側の価値観によって、世界がそれだけとられてしまったという冷厳な事実が残るという

ことです。 

 それに対して、何をしなければならないのか。まず、日本は、東シナ海を絶対に守り抜

く。国土も国民も守り抜くということです。最終的には憲法を改正して、自衛隊を国軍と

し、日本の経済を強くし、日本人の心を強くすることしかないのだろうと思います。果た

して、それができるかどうかという重大な岐路に、今、私たちは立たされているのです。 

 今日は、多くの専門家の皆さんがいらっしゃっています。そこで、中国の力がどのくら

いあるのか。われわれは今、彼らに対抗できるのかという点をソフトの面も含めて、まず

太田文雄さんからコメントをいただきたいと思います。太田さんは国基研の企画委員に属

していますが、元海上自衛隊の将官で、博士号を持つ国際政治研究家です。 

太田 南シナ海問題で指摘しなければならないのは、中国が「この地域は中国の海だ」と

法律的に指定した一九九二年の領海法です。これは国内法ですが、南シナ海だけではなく、

尖閣を含む東シナ海の大部分を含んでいます。したがって、南シナ海の現状をそのまま放

置してしまうと、東シナ海まで移っていくということが重要なポイントだと思います。 

 すでに、中国は「尖閣諸島は自分たちの領土だ」と言っていますが、「二千年前から南シ

ナ海は中国の内海」といった論法を東シナ海にも適用すると、明の時代に琉球は朝貢をし

ていました。したがって、沖縄も中国の主権が及ぶと主張してきたら、どうなるのか。二

〇一三年五月に『人民日報』が「沖縄の主権はまだ未確定」と言っていますので、もし尖

閣をとられてしまうと、沖縄までとられてしまうことになります。 

 また、人民解放軍の内部資料では、二〇一〇年までに第一列島線、日本・台湾・フィリ

ピン、ここの制海をとる。二〇二〇年までに第二列島線、小笠原列島からグアムまで、こ

この制海をとる。そして建国百年にあたる二〇五〇年前後には、太平洋とインド洋でアメ

リカと覇を競うような海軍力を持つという意図があります。中国はその意図に則って着々

とやっていると思います。 

 では、日本はどうすればいいのか。今回の安保法制は集団的自衛権を認めるということ
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で画期的だと思いますが、今回の法案では自衛隊に領域警備のミッションを与えていませ

ん。ですから、とられた場合の奪還作戦は非常に困難です。そこをなんとかしなければな

らないと思います。また、今回のフランスのようにテロに対して「非常事態宣言」を下す

ことは現憲法ではできません。これもなんとかしなければいけません。そのためには、や

はり憲法を改正するしかないと思います。 

櫻井 冨山さん、アメリカのことを少しお話しください。冨山さんも国基研の企画委員で、

アメリカの軍事政策を詳しく研究しています。 

冨山 ピルズベリーが「今まで中国に騙されていた」という発言をしましたが、アメリカ

政府あるいは民主党に近いリベラル派の人々がそこまでの認識を持っているのかどうか。

これは疑問です。ただ、アメリカの議会に米中関係の調査委員会がありますが、その委員

会が最近出した報告では、中国は南シナ海で軍事化しないと言っておきながら、着々と軍

事施設をつくっている。あるいは潜水艦に搭載して、海中から発射できるＳＬＢＭという

弾道ミサイルを年内に配備して、その原潜を動かすのではないかといったことが出ていて、

中国があの地域の軍事化を着々と進めるという危機意識は強いと思います。 

 一つ、小野寺さんに伺いたいことがあります。先ほど、南シナ海の問題で日本がどう対

応するのか。東南アジアはその背中を見ているという話がありました。安倍さんの外遊先

での発言を聞いていますと、自衛隊がアメリカにならって、あるいはアメリカと共同で、

南シナ海の人工島から一二海里以内のパトロールに参加するかどうかというのがポイント

の一つではないかと思います。安倍さんは「その計画はない」と発言されていますが、今

のところないのか、その計画自体がないと言っているのか、はっきりしません。ともかく、

あまり積極的には感じられません。この点に関して、小野寺さんはどういうお考えなのか。

安倍さんにはどういうアドバイスをされるつもりなのか伺いたいと思います。 

小野寺 日本政府として、南シナ海への関与は間違いなくしなければならないことだと思

います。どんなかたちで関与するかということについては、政府内で検討していると思い

ます。私は大臣時代にマレーシアの航空機が消息不明になった事案で、自衛隊の哨戒機を

含めて捜索に出したときの現場に行きました。実は、ああした航空機の運用一つ、船の運

用一つにしても、それを支える基盤がかなり必要になると思います。 

 ですから、現状の中で、これができる、あれができるということは、部隊の能力やさま

ざまな装備を含めて考える必要があると思います。そして、具体的に何ができるかという

ことは政府内で考えていると思います。総理のおっしゃったことには、さまざまな選択肢

がありますし、実際それを運用するということになると、専門家の詰めた議論も必要にな

ります。それから、同盟国や周辺国との関係もあります。そうしたことを総合して考えて

いくことになると思いますが、少なくとも、日本として、この地域にしっかりコミットし

ていくことが大切だという考え方は政府もかなり強く持っていると思います。 

櫻井 小野寺さんの立場からは、これ以上の答えはなかなか難しいのではないかと思いま

す。ここに自衛隊ＯＢの方たちがいらっしゃいます。日本と中国の軍事力の比較、そして、
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中国がどのような軍事態勢の下にあるのか。中国共産党が本当に中国軍をコントロールし

ているのか。コントロールしているとすれば、それはそれでよしとして、そうでなければ、

中国の軍の意図はどのへんにあると見るべきなのか。そうしたことを含めて、古庄幸一さ

ん、その次に火箱芳文さんにお願いできればと思います。古庄さんは元海上幕僚長、火箱

さんは元陸上幕僚長です。 

古庄 非常に難しい質問です。いつも出るのは「中国と日本が戦ったら、どうなるのか」

という質問です。それは、相撲のように一つの軍艦と一つの軍艦が、一つの土俵で勝負を

したら、どっちが勝つかといった単純なことではありません。やはり、軍事力、決戦能力、

あるいは同盟国にはどんな国があるのかといったことを含め、全般的に考えなければなら

ないと思います。 

 ですから、日中対決という事態になった場合、どうなるかということは、簡単に答えら

れません。明らかに違うのは、予算の問題、人の問題、トータルの問題です。もう一つ大

きく違うのは中国が核武装しているということです。海軍で言いますと、空母を持ってい

るかどうか、原子力潜水艦を持っているかどうか。ここで一線が引けると思います。 

 ですから、そうした事態に持ち込まないようにするというのが、一番のありようだと思

います。先ほど、小野寺大臣から、中国に対しては気を許さないことが大切だ。特に安全

保障面では気を許してはいけないという話がありました。しかし、具体的に言えば何でし

ょうか。総理は今のところ海上自衛隊を出さないと明確に言われました。しかし、私は三

十六年間、海での任務を遂行してきて、強く感じていたのは、海の上には国境がないとい

うことです。ですから、どうしても力の問題になります。一歩踏み込まれて、一歩下がっ

たら、完全にそのエリアは相手のエリアになってしまいます。この現実を政治の世界が認

識しなければならないと思います。 

 中国が一歩出てきたら、われわれも同じように一歩出なければ、完全に相手の海になっ

てしまうということは、現場でいやというほど体験しています。例えば、海上自衛隊を出

すと政治家が決めた場合、現在の海上自衛隊の能力でそれができるのかということです。

どういうことかと言いますと、今、ソマリア沖をやっています。それから、尖閣にも国の

オーダーではなく、部隊のオーダーで出ています。それから、今までやっていた日本の周

辺海域をやっています。そして、東シナ海も部隊のオーダーでしかできませんが、やって

います。 

 四正面、五正面をやっていて、さらに一正面やりなさい。しかし、予算は増えません、

人も増えません。これでは、やはり能力的に無理だと思います。では、どこを切るのか。

ソマリア沖を一時やめて、南シナ海に出すのか。いろいろな取り手があると思いますが、

決められた予算と決められた人の中で、やれることは限られてきます。現場が今、本当に

大変なことになっているという状況を実際に見ていますので、そのへんから具体的に手を

つけていかなければ、いくら議論をしても無理だと思います。 

 こうした現実を政治がどう見て、どう決めていくのか。もう、なされているとは思いま
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すが、現場の四人の幕僚長の意見をもっと取り込んで、現実にどうするかという対策の必

要性を感じています。 

火箱 海洋進出をして、激しい拡張をしている中国に対して、これからどうすればいいの

か。私は自衛隊の勤務をやっていた間、ずっと考えていたのは、自衛隊の量はこのままで

いいのかという問題と自衛隊の運用体制はこのままでいいのかという二つの大きな問題点

です。しかし、それが解決されないままで、私は自衛隊を去りました。 

 今回成立した集団的自衛権の一部容認という新安保法制によって、かなりの部分ができ

ることになり、これは画期的な一歩だと思っています。これから、この安保法制の下で隊

員諸君がやってくれる一方で、わが国が置かれた現在のグレーゾーンと言われる問題につ

いての議論が今回の法制のときには、ほとんどありませんでした。なぜこういうことを言

うかと言いますと、わが国は武力攻撃事態があって初めて防衛出動が下令されて、そこで

自衛権が発動されるということになります。それまでは自衛隊にいくらいろいろ対処する

ことがあっても、警察権の範囲内ということです。 

 これには「武力の行使と武器の使用」という大きな壁があるわけです。ですから、これ

をなんとか克服してもらいたいと思っていましたが、今回の法案では、まだまだそのへん

のところができてないので、今後さらに検討していただきたいと思います。 

 もう一点、いまイスラム国に対して、空爆などいろいろな行動がされています。しかし、

最後には「ブーツ・オン・ザ・グランド」といいますが、地上部隊が出て、初めて最終的

な解決ができるわけです。今回の安全保障法制の前に、国家安全保障戦略をつくり、二五

大綱（平成二十六年度以降に係る防衛計画の大綱）をつくり、二六中期（中期防衛力整備

計画）をつくったことに対しては敬意を表します。しかし、自衛隊の量という観点で言い

ますと、海空自衛隊については増強してなんらかの手が打てるような態勢なっていますが、

陸はまだ一五万九〇〇〇人です。そして、主力装備についても非常に寂しいものがありま

す。実際、陸海空がそろって強固なものになることが抑止力となるわけです。災害は来る

な来るなと言っても来ますから、これはしょうがありませんが、戦争はこちら側に十分な

力があるときには仕掛けられることはありません。 

 そのために、例えば今、問題になっている島嶼の防衛で、もし取られることがあったら、

取り返す力がなければなりません。その場合、やはり地上部隊が最終的に行って、取り返

すことになります。もちろん、海空自衛隊がなければできませんが、陸の部分が、本当に

しっかり運用ができるように、もう少し政府も考えていただきたいと思います。 

 なぜ、私がこんなことを言うのか。東日本大地震のとき、陸上自衛隊七万人を現地に派

遣しましたが、一部を部隊に残しておきました。それは、尖閣でもし何かあった場合には

出動することになるかもしれません。さらに、もう一つの大きな災害があったときには、

動かなければなりません。現場だけでは収束はつきませんから、あらゆるところに出る準

備が必要です。日本という国は、常に全体を考えておかなければならないのです。そうい

う意味で、東日本大震災のとき、私は「ほかの緊急事態が起こるなよ、起こるなよ」と本
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当に心から祈っていました。いざ何か起こったときに持っていく兵力がないと、大変なこ

とになります。もちろん、海空自衛隊も強化してもらわなければなりませんが、抑止力を

しっかりやるためには、陸上自衛隊という地上部隊に対して、もう少し配慮をしていただ

きたいと思っています。日本が中国大陸に行くということは二度とないわけですから、国

内で戦争を仕掛けられないだけの態勢をしっかりとっておくことこそが、わが国の平和と

安全につながるのだと思います。 

櫻井 ここには元航空自衛隊の佐藤守さんもいらっしゃいますので、空の立場からお話を

伺えればと思います。 

佐藤 私は退官してから、岡崎研究所で岡崎久彦さんと一緒に約十年間、外交と防衛の勉

強をしましたが、航空自衛隊では三十四年間、部下を持って、スクランブル勤務をしてい

ました。そこでは、部下の顔を見たときに、健康であるか、実力はどうか、何を考えてい

るか、ということを見るのが特技でしたから、その物差しで中国も見てまいりました。 

 少なくとも、私が退官して十年ぐらいは歯牙にもかからないような田舎軍隊でした。 

 中国は二〇〇八年に北京オリンピックを成功させましたが、開会式に登場したのは全部

軍人です。「何時間もマスゲームをやって、たいしたものだ」とほめたところ、担当の陸軍

大佐が「そうだったでしょ」と自慢げに言うので、「ところで、トイレはどうしたのか」と

聞いたら、「いや、日本製のオムツはすばらしい」という答えが返ってきました。やっぱり、

彼らは日本製に頼っているなと思いました。 

 今日、尖閣問題が出ましたが、中国の船は私の後半にちょっと出てきたくらいで、海上

保安庁が対処していました。そして、最初は貸し切りの貨物船で出てきていたのです。剣

道でいうと、ちょっと剣先を探り合うようなことをしていました。ところが、わが中央の

ほうでは、相手の意図を読めずに、現場にひたすら「事を構えるな」と言うばかりでした。

また、われわれはスクランブルしていますから、ミサイルを持って対処しようとすると「武

器は使うな」ということで、私たち第一線の敵は前方ではなく、後方の永田町にあったと

いう意識を持っています。 

 今日、小野寺大臣のお話を聞いて非常にうれしく思いました。まったく同じような対応

で、私たちも現場で苦労していました。 

 今度、第三〇四飛行隊が沖縄に出かけますが、那覇基地に二個飛行隊、Ｆ15 を三〇機以

上持っていっても、航空運用上、大変な大きなマイナスがあると思います。あそこを管轄

しているのは民間の人ですから、まったく軍事センスがありません。自衛隊のスクランブ

ルを後回しにするような人たちがあそこにいては、自衛隊も戦力になりきれません。 

 下地島というすばらしい島があります。私どものシミュレーションは、その島を使うと

いう前提で、中国に対処するという訓練をしてきました。 

 航空自衛隊も人員は相当差し引かれています。任務に就いても、「仕事の内容は草刈りや

料理運びだ」という嫌みが出るほど彼らは苦労しています。そして、仕事は増えています。

そうした実態をぜひ知っていただきたいと思います。 
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 今日の議論の中で「奇妙な」という言葉が大変気になりました。日本国の永田町の中に

は「奇妙な」人たちがいます。親中派と言われる人は間違いなくそうです。 

 そして、ラッセンが一二海里内に入ったときに、なぜ海上自衛隊の艦艇が堂々と一緒に

行かなかったのか。一二海里に入ろうと入るまいと、航行の自由は確保されています。で

すから、アメリカ軍に任せるだけでなく、われわれの出番はいくらでもあります。防衛大

臣になる方ばかりでなく、政治家の皆さんは自分たちの持っている戦力や能力をしっかり

掌握していただきたいと思います。 

 また、中国は、今は私たちがやり合っていたころの将軍たちより、アメリカ帰りの中堅

幹部が実力を持ってきているので、油断できないと思っています。 

櫻井 安倍さんが南シナ海でアメリカとともに行動をとるということを明言できなかった

理由も、お三方のお話の中から自ずと浮かび上がってきたと思います。小野寺さん、今、

いろいろ無理な注文が出されました。無理というのは現状から見てという意味ですが、そ

のことを含めてお話をいただければと思います。 

小野寺 約二年の期間でしたが、部隊をできるだけ見ようと、一五三ヵ所の部隊視察をし

ました。絶海の離島にいる隊員、あるいは離島の一番山の上のレーダーサイトで空を見守

る隊員、胸まで泥に浸かって災害派遣で活躍する隊員、本当に多くの現場を見させていた

だきました。先ほど、南シナ海のことについて能力とか装備とか準備などについての話に

少し触れさせていただきましたが、実際そうなのです。現状、東シナ海も、日本近海も、

さらに最近は北方域で、極東ロシアの活動が冷戦期よりも活発になっています。隊員は日

本の安全を守るために、日本全国、多方面で懸命な活動をしていますし、海外での活動も

行われています。 

 今、先輩方が本当に後輩を思いやる言葉でお話をされましたが、相当ギリギリの今の任

務で隊員が活動している中で、さらに新たな任務が加わるということになると、当然それ

だけの装備も人員も必要になります。それから、隊員のさまざまな支援も訓練も必要にな

ります。ですから、総理も軽々には発言できなかったということをぜひご理解いただきた

いと思います。 

 日本政府としてするべきことは、私もほぼ理解していますので、どのようなかたちでで

きるか、そのための準備は何が必要か、これはいま現役の方々と政府が具体的な検討をさ

れていると思っています。火箱さんからお話がありましたが、実は陸上自衛隊にも、新し

い任務をお願いしています。私の在任中に水陸機動団という新しい部隊をつくらせていた

だきました。これは離島を守るという目的ですが、そのための能力向上が必要だというこ

とでスタートはしました。しかし、装備についても、人員も、訓練も、それから訓練の手

当も含めて、詰めなければならないことが、まだまだたくさんあります。 

 現役の隊員の立場から見れば、たくさん仕事がくるのはいいとしても、やはりその任務

に見合ったかたちで処遇も考えなければならないということです。そういう意味では、安

倍総理にはかなり心をくだいていただいていると思います。安倍総理をすごいなと思った
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のは、昨年の春の叙勲で、統合幕僚長を経験された方に、昔の勲一等にあたる瑞宝大綬章

を初めて贈られたことです。そして、今年も統合幕僚長の方が受章されています。これか

らも、おそらく統合幕僚長までいった方、そしてさらにまた、さまざまな活動をされた方

の中から、叙勲の中では最高位が贈られるのではないかと思います。これは、実は防衛省

の事務次官よりも上の立場ということになります。このことでもお分かりでしょうが、現

場の隊員について重く考えているのが安倍総理です。 

 今、現役のことを思いやる先輩のお話がありましたが、私はまったくそのとおりという

ことを胸に秘めて、これからも隊員の処遇、そして、新しい任務に就くのであれば、それ

に見合った準備が十分できるような予算をしっかり獲得していきたいと思っています。ち

なみに今回の来年度予算の中では、さまざまな分野において、相当厳しい枠をはめられて

いますが、防衛分野だけは現状維持プラスということで、なんとかしのげるのではないか

と思います。ただ、繰り返して言いますが、新しい任務が増えるということは、当然それ

に見合ったかたちでの予算も必要だということです。これは国民の皆さんにもぜひご理解

をいただきたいと思います。 

櫻井 最後に、湯浅さんと田久保さんに、ひとことずついただいて、締めたいと思います。 

湯浅 ニクソン大統領のスピーチライターだったウィリアム・サファイアという保守派の

論客がいました。ニクソンが亡くなったとき、彼が「フランケンシュタインをつくってし

まった」と言ったことがあります。フランケンシュタインとは中国のことです。ニクソン

が死んだときからもう何十年も経っているわけです。その間に、アメリカが中国を支援し

てきたことに対する反省です。 

 今、中国が考えていること、特に南シナ海や東シナ海で考えていることは、帝国主義の

権化のようだったドイツのビスマルクの言葉にそっくりだと常々思っています。それは、

「国際法は都合のいいときは守る。しかし、都合が悪くなったら兵を送る」という言葉で

す。中国はそういう国だということを頭に入れて考えていきたいと思っています。 

田久保 オバマのドクトリンというのは抑制ドクトリン（Obama's Doctrine of Restraint）

です。何かするのではなく、何もしないことによる悪影響が次々と生まれるのです。世界

各地で、アメリカが締めるべきところのボルトが緩んでしまいました。次の新しい大統領

に誰がなるにしても、これを締め直すのに、一年や二年で完了するとは思えません。どこ

かがこの隙間を埋めなければなりません。中国やＩＳが隙間を埋める前に、当然、日本が

埋めるべきであろう。これが運命ではないかと考えています。 

櫻井 今日のセッションは、南シナ海における米中関係ということで始まりましたが、当

然、これは東シナ海、沖縄、日本国全体に及ぶことです。明らかになったのは、アメリカ

が力を持っているにもかかわらず、その政治的意志を、これまでのアメリカとは違う方向

に持ってきたということが原因で、世界の秩序が乱れているということです。そして、こ

のアメリカの意志が元に戻ることは、今のところ考えられない。元に戻るとしても、次の

大統領がずいぶんと時間をかけてやらなければならないだろうということです。 
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 大国としてのアメリカが、大国であるという認識から、国内の福祉や医療といったとこ

ろに焦点を当て始めたという現在の流れも軽くは考えてはならないわけで、この流れを変

えることも大変難しいだろうと思います。 

 また、ヨーロッパにおける混乱はもっと深まっていくと思います。ＩＳがもたらしてい

る混乱は宗教的な対立も含めて、これからさらに深刻さを増していくと思います。私たち

の目の前に広がっているこの危機は、本当に経験したことのないような深刻な意味を持っ

て、これからも続いていくのだろうと考えざるを得ません。 

 世界は大混乱の淵に立たされていますが、その中で戦後、日本の安全・平和、国民の命、

これは日米安保条約によって守られてきました。アメリカが守ってくれると考えてきたこ

の大きな安全保障の軸が今、本当に崩れ去ろうとしているわけです。そんなときに、何が

大事なのか。私たちの国の国民の命、国土、それを守るのは日本国政府なのだという国際

社会では当たり前のことに、みんなが気づくことだろうと思います。そのためには、日本

国が自主独立の国になる。そのためには、憲法改正が必要である。憲法改正と同時に、私

たちは軍事力をきちんと位置づけなければなりません。そしてまた、国民の心もしっかり

と位置づけなければならないと思います。 

 中国が攻撃してくるのは、軍事だけではありません。サイバーもあります。さらに今、

周辺で見られているケースとしては、経済力でその国を奪ってしまうということもありま

す。台湾しかり、東南アジア諸国しかり。小さな国であればあるほど、経済によってがん

じがらめになって、中国の支配から抜け出ることが難しくなりつつあります。 

 わが国はどうでしょうか。わが国でも、水源地を買われ、森を買われ、企業を買われ、

お金でオーナーシップが移るというケースは数え切れないほどあるわけです。こうしたこ

とに対する法的規制について、もう十年以上も前から提起していますが、全然進んでいま

せん。 

 そんな中で、私たち国民一人ひとりが日本人なのだ、日本国は日本人の手で守るのだ、

という自覚を持つことが大事だろうと思います。 

 ありとあらゆる意味で、日本国を守るのは私たち一人ひとりの自覚と力であるというこ

とを確認して、今日のセッションの結論としたいと思います。 

 今日は小野寺五典さんをはじめ、国基研の有力メンバーであります田久保忠衛副理事長、

湯浅博さんに加えて、フロアにいらっしゃる専門家の方々のご発言をいただき、このセッ

ションを有意義に終えることができました。本当にありがとうございます。 

 国基研はいま八年、そしてあと二年で十年ということは冒頭で申し上げました。十年に

向けて、会員を一万人にしたいと思います。どうぞ皆さん、より多くのお友だちに声をか

けていただき、会員を増やすためのお力をいただきたいと思います。 

 そして皆さん、来年の七月、参議院選挙があります。同時選挙になるかもしれません。

そのときに向かって、憲法改正の動きを、一歩でも二歩でも進めていきたい。どうぞその

意味においてもお力添えをいただきたく思います。 


